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税務訴訟資料 第２５８号－２５４（順号１１１１２） 

松山地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 法人税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（大洲税務署長、国税不服審判所長） 

平成２０年１２月２４日棄却・控訴 

 

判 示 事 項  

(1) 砂利採取業者等は、砂利採取事業に関する原告組合の同意の有無について事実上強い利害関係が

あることにかんがみれば、本件漁業協力金等は、砂利採取業者等が原告組合の有する共同漁業権漁

場区域内で砂利採取等を行うことについて原告組合から同意を得ることを目的として支払われたも

のであると強く推認される一方、本件漁業協力金等の使途について、砂利採取等により被る損失の

補填に留まらない、漁業に対する税金補填等の経営支援や高齢化対策といった福祉目的又は漁協機

能施設などの共同利用施設の設置という目的に用いるべきであるとの認識を有することも認められ、

本件漁業協力金等が個々の原告組合員に対する純然たる損失補償であるとは認めがたいことを併せ

考慮すれば、本件漁業協力金等は、砂利採取業者等が原告の有する共同漁業権漁場区域内で砂利採

取等を行うことについて原告組合が同意を与えることに対する対価であると認めるのが相当である

とされた事例 

(2) Ｎ地区以外の地区の漁業者から砂利採取等を行うことについての同意は得ておらず、また、共同

漁業権の海域における砂利採取は共同漁業権の変更に当たるところ、原告組合が特別総会決議を経

た事実もない以上、原告組合が砂利採取に同意した事実はなく、本件砂利採取区域内において共同

漁業権を行使する権利を有するＮ地区の漁業者の同意を得て砂利採取業者へ通知したにすぎないと

の原告組合の主張が、共同漁業権漁場区域内における砂利採取が共同漁業権の変更に当たらないこ

とは明らかであり、砂利採取等に対する同意不同意は、その他の法令又は定款上の総会決議事項に

も当たらないことから、理事会で決定することができ、実際にも理事会が砂利採取等に同意する旨

の決議を行っていることが認められ、Ｎ地区の漁業者からの賛同は、原告組合が同意不同意の判断

の前提として得たものにすぎないと解することも可能であるとして排斥された事例 

(3) 砂利採取業者等に対する同意は事実行為であり、法的権利性が認められない以上、当該同意に対

価性を是認することはできないとの原告組合の主張が、いわゆる準委任契約など、事実行為の対価

として金銭を支払う合意も存在することから、原告組合の主張には理由がないとして排斥された事

例 

(4) 本件漁業協力金等が原告の同意の対価であるとすれば、何故に地区間で各漁業者への配分が異な

るかを説明し得ないとの原告組合の主張が、原告組合の理事は、各地区から選出されるところ、本

件漁業協力金等が原告組合に帰属する以上、組合内部での配分は、理事会における議論ないし交渉

で決定されるものであり、各地区の規模や力関係などの要因によって、各地区への配分額が単なる

組合員数に比例した額と異なるものとなることは、何ら不自然なことではないとして排斥された事

例 

(5) 本件漁業協力金等が原告の同意の対価であるとすれば、漁業者に対する損失補償がないのである

から、砂利採取等に反対する漁業者は、その共同漁業権を行使する権利に基づいて、砂利採取行為

等に対する妨害排除を求めることができ、さらには、許可漁業権者や自由漁業権者も損害賠償請求

をすることができることとなり、当事者の主観的意思に反して不合理であるとの原告組合の主張が、



2 

漁業そのものは気象状況や海流などの諸般の事情により大きく影響を受けやすいものであり、それ

ゆえ砂利採取等により各漁業者が被る損害は、その因果関係の点でも、額の点でも調査、把握が極

めて困難であることから、砂利採取業者等が各漁業者から差止請求又は損害賠償請求をなされるリ

スクを勘案した上で、各漁業者に対する損失補償契約を締結することなく、原告組合の同意を得る

ことで、原告組合による各漁業者との間の事実上の調整に期待したとしても何ら不合理とはいえな

いとして排斥された事例 

(6) 組合員の記名押印のある委任状を根拠に、各漁業者から漁業を営むことができないことによる損

失の補償に関し、その代理人として、交渉、契約の締結、補償金の受領、配分等を行うことの委任

を受けているとの原告組合の主張が、本件においては、本件漁業協力金等が各漁業者に対する損失

補償金であること自体が争われているところ、委任状作成後に新たに原告組合に加入した組合員も

多数いると認められるが、原告組合が総会に諮るなどの方法により、本件漁業協力金等に係る個々

の契約に先立って、新たに加入した組合員から本件漁業協力金等に係る交渉、契約の締結、補償金

の受領、配分等を行うことの委任を受けたことをうかがわせる証拠はないことから、委任状と本件

漁業協力金等の関係は不明であり、委任状をもって本件漁業協力金等が損失補償金であるとか、各

漁業者に帰属すると推認することはできないとして排斥された事例 

(7) 本件漁業協力金等の中には、「迷惑料」ないし「漁業補償」の名目で受領されたものもあるもの

の、金員を受領する際の名目は便宜的に付けられることがしばしばあり、必ずしも受領する金員の

性格と一致するとは限らないことにかんがみれば、「迷惑料」ないし「漁業補償」の名目で本件漁業

協力金を受領したからといって、本件漁業協力金等が原告組合の同意を得ることの対価であること

と整合しないとまではいえず、各漁業者が受ける損失に対する「漁業補償」であることまで推認さ

れるものではないとされた事例 

(8) 県は、県下の漁業組合に対し、組合員の委任を受けて漁業補償金を取得することを認めるととも

に、これを組合員に公正に配分するように指導してきたとの原告組合の主張が、当該指導は昭和４

４年ころから行われているのに対し、砂利採取に伴う漁業補償問題は昭和５３年ころから発生した

というのであるから、当該指導が砂利採取に伴う漁業補償を念頭に置いたものとは認めがいとして

排斥された事例 

(9) 国税庁は、通達により漁業補償金の仮受金勘定による経理を認めてきたのであり、支払者が国で

あれ私企業であれ、組合員の漁獲減少を填補する性格を有する以上、組合員への配分が予定されて

いる部分の仮受金処理を認めなければならないとの原告組合の主張が、本件漁業協力金等が法的に

各漁業者に当然に帰属すべき純然たる損失補償金であることを認めるに足りる証拠はないし、原告

組合自らに帰属させることなく各組合員に配分することが当然に予定されていたとまでは認められ

ないことから、仮受勘定を認める前提を欠くとして排斥された事例 

(10) 最高裁昭和●●年(○○)第●●号同平成元年７月１３日第一小法廷判決・民集４３巻７号８６

６頁は、結論としての判断において、漁業補償金の帰属主体が現実に漁業操業に関し損失を被る漁

業協同組合の組合員たる漁業者であることを認めているとの原告組合の主張が、当該判決は、漁業

協同組合がその有する漁業権を放棄した場合に漁業権消滅の対価として支払われる漁業補償金は、

漁業協同組合に帰属し、組合員はその配分を受ける立場にあるにすぎない旨を判示したものである

ことは明らかであり、原告組合の主張は独自の見解であるとして排斥された事例 

(11) 課税庁が、原告組合に対し、砂利採取業者等から受領した漁業補償金の個々の組合員に対する

配分額を照会してきたことなどをもって、課税庁が漁業補償金を各組合員の所得であると認識して
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きたからにほかならないとの原告組合の主張が、本件漁業協力金等が、直接組合員に帰属する場合

も、いったん原告組合に帰属したうえで組合員に配分される場合も、結果的に組合員の所得を構成

することには変わりがない以上、組合員への配分金に関する調査・指導をしたことをもって本件漁

業協力金等が各漁業者に帰属することや仮受金勘定を認めたことにはならないとして排斥された事

例  

(12) 原告組合らに対する課税処分以外には、同県内及び他県において砂利採取に伴う漁業補償金を

漁業協同組合の益金とした課税処分の例はないとの原告組合の主張が、漁業協同組合が業者から受

領した金員の帰属は、当該金員の支払われた趣旨によって個別に決まるものであるから、他の漁業

協同組合に対する課税処分の例によって、本件漁業協力金等の帰属主体が左右されるものではなく、

本件漁業協力金等が組合員の漁獲減少を填補する性格を有するとは認められないのであるから、他

の漁業協同組合において組合員に配分した砂利採取に伴う漁業補償金について課税処分された例が

ないとしても、租税平等原則に違反することにはならないとして排斥された事例 

(13) 原告組合は、各旧漁業協同組合の合併により新設されたところ、各地先海域における共同漁業

権を管理するために、各地区の漁業者で構成する任意組合（人格なき社団）が設立され、各地区の

任意組合が合併前の各旧漁業協同組合の事業を引き継いで原告組合とは別の事業として行ってきた

との原告組合の主張が、任意組合の存在を認めるに足りる証拠はなく、各旧漁業協同組合単位の各

地区ごとに経理される収入及び費用は、原告組合の下部組織としての支所の活動によって生じたも

のと認められるところ、内国法人は法人格ごとに納税義務を負い（法人税法４条）、法人税の課税対

象となる所得金額は、支店・支所の活動によるものも含め、その法人の活動により生じた収益及び

費用を合算して算出するから、下部組織の活動により生じた収入及び費用は、原告組合の所得金額

に加算あるいは減算されるべきものであるとして排斥された事例 

(14) 租税法規における信義則の法理の適用要件 

(15) 本件漁業協力金等について、２０数年余りの間、非課税の取扱いが税務署の指導により認めら

れてきたこと、原告組合はその指導を信じてそれに基づいて仮受金の計上処理をしてきたこと、原

告組合が税務署の指導を信じたことにつき何ら過失はないことなどを理由に、本件各更正処分は明

らかに信義則に違反し、かつ裁量権を濫用した違法な処分であるとの原告組合の主張が、①課税庁

が原告組合に対し、本件漁業協力金等の個々の組合員に対する配分額について調査・指導したこと

をもって、課税庁が本件漁業協力金等が各組合員に帰属することや仮受金勘定処理を認めた旨の公

的見解を表示したとは認められず、②原告組合が課税庁に対して本件漁業協力金等の税務処理につ

いて積極的に相談をしたり指導を求めた事実はなく、③課税庁が過去の調査の際に、本件漁業協力

金等についての仮受金勘定処理を是正しなかったとしても、それだけでは本件漁業協力金等を原告

組合の所得として課税の対象としない旨の課税庁の黙示の意向の表明であるとまでは認めるに足ら

ず、その他一切の事情を考慮しても信頼の対象となる公的見解の表示があったと認めるに足る証拠

はないから、本件各更正処分について信義則の適用は認められないとして排斥された事例 

(16) 本件裁決は、原告組合が審査請求においてした主張を意図的に脱漏させて判断しており、固有

の瑕疵があるとの原告組合の主張が、国税不服審判所長は、原告組合の主張の要旨を的確に取り上

げ、十分な理由と共にそれに対する判断を下していると認められるし、原告組合の独自の見解をあ

えて明示的には取り上げなかったとしても、裁量の範囲内であって、違法とまでは認められないと

して排斥された事例 

判 決 要 旨  
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(1)～(13) 省略 

(14) 租税法規に適合する課税処分について、法の一般原理である信義則の法理の適用により、上記

課税処分を違法なものとして取り消すことができる場合があるとしても、法律による行政の原理な

かんずく租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法律関係においては、上記法理の適用については

慎重でなければならず、租税法規の適用における納税者間の平等、公平という要請を犠牲にしても

なお当該課税処分に係る課税を免れしめて納税者の信頼を保護しなければ正義に反するといえるよ

うな特別の事情が存する場合に、初めて上記法理の適用の是非を考えるべきものである。そして、

上記特別の事情が存するかどうかの判断に当たっては、少なくとも、税務官庁が納税者に対し信頼

の対象となる公的見解を表示したことにより、納税者がその表示を信頼しその信頼に基づいて行動

したところ、のちに上記表示に反する課税処分が行われ、そのために納税者が経済的不利益を受け

ることになったものであるかどうか、また、納税者が税務官庁の上記表示を信頼しその信頼に基づ

いて行動したことについて納税者の責めに帰すべき事由がないかどうかという点の考慮は不可欠の

ものであるといわなければならない（最高裁昭和●●年（○○）第●●号同昭和６２年１０月３０

　日第三小法廷判決・裁判集民事１５２号９３頁）。 

(15)・(16) 省略 

 

判 決 

原告         Ａ漁業協同組合 

同代表者代表理事   甲 

同訴訟代理人弁護士  本田 兆司 

同          桂 秀次郎 

同          秦 清 

同          足立 修一 

被告         国 

同代表者法務大臣   森 英介 

処分行政庁      大洲税務署長 

           玉﨑 博 

裁決行政庁      国税不服審判所長 

           金子 順一 

被告指定代理人    髙橋 和貴 

同          上岡 渉 

同          長濱 裕行 

同          伊東 司郎 

同          小林 一秋 

同          大西 耕司 

同          中島 剛志 

同          岡田 知美 

同          松澤 悟 

同          浪越 吉則 

同          池見 融 
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同          河野 康 

同          内藤 宜彦 

同          岡田 令 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 大洲税務署長が原告に対して平成１６年６月２５日付けでなした平成１２年４月１

日から平成１３年３月３１日までの事業年度の法人税の総所得金額を１億３０６４万

０８０９円、過少申告加算税の額を３９６万１０００円、平成１３年４月１日から平

成１４年３月３１日までの事業年度の法人税の総所得金額を１億２４１３万３０２４

円、過少申告加算税の額を３１８万７０００円、平成１４年４月１日から平成１５年

３月３１日までの事業年度の法人税の総所得金額を９６７５万１５３６円、過少申告

加算税の額を２５１万４０００円とする各更正処分のうち、総所得金額がそれぞれ７

９４万５５４８円、２０６５万６４５７円、１５４０万７１８０円を超える部分並び

に各賦課決定処分を取り消す。 

２ 国税不服審判所長が、平成１７年６月３０日付けでなした平成１２年４月１日から

平成１３年３月３１日までの事業年度、平成１３年４月１日から平成１４年３月３１

日までの事業年度、平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの事業年度の

法人税の各更正処分に対する各審査請求の裁決を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、漁業協同組合である原告が、平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日

までの事業年度（以下「平成１３年３月期」という。）、平成１３年４月１日から平成１

４年３月３１日までの事業年度（以下「平成１４年３月期」という。）及び平成１４年４

月１日から平成１５年３月３１日までの事業年度（以下「平成１５年３月期」といい、

平成１３年３月期ないし平成１５年３月期を併せて「本件各事業年度」という。）の法人

税の各確定申告書を各法定申告期限までにそれぞれ提出したところ、大洲税務署長が、

原告が本件各事業年度に砂利採取業者や建設業者などの業者（以下「砂利採取業者等」

という。）から補償金等の名目で受領した、別紙４の別表①－１ないし３記載の金員（以

下「本件漁業協力金等」という。）は原告に帰属するものであり、そのうち雑収入として

計上された額を控除した残額は雑収入の計上漏れであることを主な理由として、本件各

事業年度における各法人税の更正処分（以下それぞれ「平成１３年３月期更正処分」、「平

成１４年３月期更正処分」、「平成１５年３月期更正処分」といい、これらを併せて「本

件各更正処分」という。）及び過少申告加算税の賦課決定処分（以下それぞれ「平成１３

年３月期賦課決定処分」、「平成１４年３月期賦課決定処分」、「平成１５年３月期賦課決

定処分」といい、併せて「本件各賦課決定処分」というとともに、本件各更正処分及び

本件各賦課決定処分を併せて「本件各処分」という。）を行ったことから、原告が本件各
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処分及びこれに係る裁決の取消しを求めた事案である。 

１ 関係法令等の定め 

(1) 法人税法２２条２項 

 内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべ

き金額は、別段の定めがあるものを除き、資産の販売、有償又は無償による資産の

譲渡又は役務の提供、無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のも

のに係る当該事業年度の収益の額とする。 

(2)ア 租税特別措置法関係通達６４(2)－２９（以下「本件通達」という。） 

 漁業協同組合又は漁業協同組合連合会（以下６４(2)－２９において「組合等」

という。）が、その有する共同漁業権、特定区画漁業権又は入漁権（以下６４(2)

－２９において「共同漁業権等」という。）の消滅又はその価値の減少（以下６

４(2)－２９において「消滅等」という。）により措置法第６４条第１項第７号に

掲げる補償金又は対価（以下６４(2)－２９において「補償金等」という。）を取

得した場合において、当該補償金等の額の全部又は一部を当該共同漁業権等の範

囲内において漁業を営む権利を有する組合員に対して当該権利の消滅等による

補償として配分することとしているため、その配分をする日と当該補償金等の交

付を受けた日から３年を経過する日とのいずれか早い日まで仮受金として経理

しているときは、これを認める。この場合において、当該補償金等の交付を受け

た日から３年を経過した日において配分が確定していない金額があるときは、当

該金額については、同日において組合等が収用等により取得した補償金等である

ものとして措置法第６４条から第６５条の２までの規定を適用する。 

イ 租税特別措置法６４条１項７号 

 国若しくは地方公共団体（その設立に係る団体で政令で定めるものを含む。）

が行い、若しくは土地収用法第三条に規定する事業の施行者がその事業の用に供

するために行う公有水面埋立法の規定に基づく公有水面の埋立て又は当該施行

者が行う当該事業の施行に伴う漁業権、入漁権その他水の利用に関する権利又は

鉱業権（租鉱権及び採石権その他土石を採掘し、又は採取する権利を含む。）の

消滅（これらの権利の価値の減少を含む。）により、補償金又は対価を取得する

場合 

(3) 水産業協同組合法７２条 

 合併後存続する組合又は合併に因って設立した組合は、合併に因って消滅した組

合の権利義務（当該組合がその行う事業に関し、行政庁の許可、認可その他の処分

に基づいて有する権利義務を含む。）を承継する。 

(4) 砂利採取に係る同意に関する諸規定 

ア 砂利採取法１６条 

 砂利採取業者は、砂利の採取を行おうとするときは、当該採取に係る砂利採取

場ごとに採取計画を定め、当該砂利採取場の所在地を管轄する都道府県知事（当

該砂利採取場の区域の全部又は一部が河川区域等（河川法（昭和三十九年法律第

百六十七号）第六条第一項に規定する河川区域（同法第五十八条の二第一項の規

定により指定されたものを含む。）、同法第五十四条第一項に規定する河川保全区



7 

域及び同法第五十八条の三第一項に規定する河川保全立体区域をいう。以下同

じ。）の区域内にあるときは、当該河川区域等に係る同法第七条に規定する河川

管理者（同法第九条第二項若しくは第五項、第十一条第三項又は第九十八条の規

定により、同法第二十六条第一項及び第二十七条第一項若しくは第五十五条第一

項及び第五十八条の四第一項の規定に基づく権限に属する事務を行い、その権限

を代わって行い、又はその権限の委任を受けた者があるときは、その者。以下「河

川管理者」という。））の認可を受けなければならない。 

イ 砂利採取法１９条 

 都道府県知事又は河川管理者は、第十六条の認可の申請があつた場合において、

当該申請に係る採取計画に基づいて行なう砂利の採取が他人に危害を及ぼし、公

共の用に供する施設を損傷し、又は他の産業の利益を損じ、公共の福祉に反する

と認めるときは、同条の認可をしてはならない。 

ウ 愛媛県海砂利採取認可要綱６条 

 海砂利の採取計画の認可基準は、次のとおりとする。 

(3) 次の関係者の同意を得ているものであること。 

ウ 関係漁業協同組合の同意 

エ 愛媛県漁業調整規則４５条 

第１項 漁業権の設定されている漁場内において岩礁を破砕し、又は土砂若しくは

岩石を採取しようとする者は、知事の許可を受けなければならない。 

第２項 前項の規定により許可を受けようとする者は、様式第１１号による申請書

に当該漁場に係る漁業権を有する者の同意書を添え、知事に提出しなけれ

ばならない。 

２ 争いのない事実等 

(1) 当事者等 

 原告は、愛媛県大洲市に所在する漁業協同組合であり、昭和３７年１２月１日に

Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ及びＧの各漁業協同組合（以下それぞれ「旧Ａ漁業協同組

合」、「旧Ｂ漁業協同組合」、「旧Ｃ漁業協同組合」、「旧Ｄ漁業協同組合」、「旧Ｅ漁業

協同組合」、「旧Ｆ漁業協同組合」、「旧Ｇ漁業協同組合」といい、これらを併せて「各

旧漁業協同組合」というとともに、各旧漁業協同組合の地区を、以下それぞれ「Ａ

地区」、「Ｂ地区」、「Ｃ地区」、「Ｄ地区」、「Ｅ地区」、「Ｆ地区」、「Ｇ地区」という。）

の合併により新設された（乙３の１ないし３の４）。原告は、水産業協同組合法７２

条の規定により、上記各漁業協同組合の権利義務を承継したことにより、漁業法６

条２項に規定する共同漁業権を有している。原告の組合員は、同法８条１項の規定

に基づき、原告が定めた共同漁業権行使規則による漁業を営む権利を有している。 

(2) 平成１３年３月期更正処分及び同賦課決定処分の経緯等 

ア 平成１３年３月期更正処分及び同賦課決定処分の経緯 

 原告は、大洲税務署長に対し、平成１３年３月期について、所得金額７９４万

５５４８円、納付すべき法人税額１５８万３１００円とする法人税の確定申告書

（乙１４。以下「平成１３年３月期確定申告書」という。）を法定申告期限まで

に提出した。 
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 大洲税務署長は、原告の平成１３年３月期の法人税についての確定申告に対し、

下記イのとおり、法人税額の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分を行っ

た（甲１５）。 

イ 平成１３年３月期更正処分及び同賦課決定処分の根拠 

(ア) 所得金額 １億３０６４万０８０９円 

（内訳） 

ａ 申告所得金額 ７９４万５５４８円 

ｂ 雑収入の計上漏れ額 １億２３１５万１１１８円 

 上記金額は、別紙３の平成１３年３月期についての①ないし⑥、⑧ないし

⑩及び⑫ないし⑰欄の各金額の合計額であり、いずれも原告の雑収入として

計上すべきものと認められることから、雑収入の計上漏れ額として所得金額

に加算されるべきである。 

 なお、④及び⑭ないし⑰については、原告の雑収入として計上されるべき

ことについて当事者間に争いがない。 

 各雑収入の詳細は、別紙４の各別表の記載のとおりであるが、同各別表に

記載された客観的事実及び金額については当事者間に争いがない。 

ｃ 指導事業支出の過大計上額 ４９万９５８０円 

 原告が、平成１２年１２月７日に指導事業支出として計上した５０万円は、

原告に帰属すると認められる別紙８⑦記載のＧ組合代表乙名義普通預金への

資金移動であるから、支払手数料４２０円を控除した４９万９５８０円は、

損金の額に算入されず、原告の所得金額に加算されるべき金額である。 

 なお、上記金額については、原告の雑収入として計上されるべきことにつ

いて当事者間に争いがない。 

ｄ 受取利息の計上漏れ額 １万５５１４円 

 上記金額は、原告に帰属すると認められる別紙８の預貯金の利息収入額で

あり、受取利息計上漏れとして所得金額に加算されるべき金額である。 

 上記金額の詳細は、別紙５の別表⑱－１記載のとおりであり、同別表に記

載された客観的事実及び金額については当事者間に争いがない。 

ｅ 寄附金の損金不算入額 １億１８１４万６０７３円 

 上記金額は、後記ｇの寄附金の計上漏れ額を申告済みの寄附金額に加算し

たものが、法人税法３７条（平成１４年７月３日法律第７９号による改正前

のもの）及び同法施行令７３条（平成１４年３月３１日政令第１０４号によ

る改正前のもの）の規定に基づき算出される損金算入限度額を超える金額で

あり、所得金額に加算されるべき金額である。 

ｆ 欠損金の過大控除額 １３７万９８３２円 

 上記金額は、原告が、平成１３年３月期確定申告書において繰越欠損金の

当期控除額として所得金額から減算していたものであるが、平成１０年４月

１日から平成１１年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分（平成１

３年３月９日付け）により、同事業年度の欠損金が０円とされ、これに伴い

上記欠損金控除額も過大となることから、所得金額に加算されるべき金額で
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ある。 

 なお、原告は、異議申立て、審査請求及び本訴において、当該加算につい

ては争っていない。 

ｇ 寄附金の計上漏れ額 １億１９７２万円 

 上記金額は、原告が、組合員及びその関係者に対して、本件漁業協力金等

の分配として支出した金額であり（当事者間に争いがない。）、直接的な事業

関連性及び対価性のない金銭の贈与と認められるため、寄附金の計上漏れと

して損金の額に算入し、所得金額から減算されるべき金額である。 

 上記金額の詳細は、別紙６の別表⑲－１記載のとおりであり、同別表に記

載された客観的事実及び金額については当事者間に争いがない。 

ｈ 雑費の計上漏れ額 ７６万８２８４円 

 上記金額は、原告に帰属すると認められる別紙８の預貯金から検査料等の

諸経費として支出されているものであり、雑費の計上漏れとして所得金額か

ら減算されるべき金額である。 

 上記金額の詳細は、別紙７の別表⑳－１記載のとおりであり、同別表に記

載された客観的事実及び金額については当事者間に争いがない。 

ｉ 貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額 ８５７２円 

 前記ｂの雑収入計上漏れのうちの別紙３④の傭船料の加算により、平成１

３年３月期の期末貸金の額が７３万９０００円増加することに伴い、法人税

法５２条２項（平成１４年７月３日法律第７９号による改正前のもの）並び

に租税特別措置法５７条の９（平成１４年７月３日法律第７９号による改正

前のもの）及び同法施行令３３条の８（平成１３年３月３０日政令第１４１

号による改正前のもの）の規定による貸倒引当金の繰入限度額が８５７２円

増加するため、同額が、貸倒引当金の繰入限度超過額の過大計上額として所

得金額から減算されるべきである。 

 なお、原告は、異議申立て、審査請求及び本訴において、当該減算につい

ては争っていない。 

（計算） 

ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＋ｅ＋ｆ－ｇ－ｈ－ｉ＝１億３０６４万０８０９円 

（別紙２の平成１３年３月期の所得金額⑱欄参照。） 

(イ) 納付すべき法人税額 ２８５７万６０００円 

（内訳） 

ａ 所得金額に対する法人税額 ２８７４万０８００円 

 上記金額は、前記(ア)の所得金額（国税通則法１１８条１項の規定に基づ

き１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）に法人税法６６条（平

成１８年３月３１日法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）及び経済

社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に

関する法律（以下「負担軽減措置法」という。）１６条に規定する税率（１０

０分の２２）を乗じた金額である。 

ｂ 控除所得税額等 １６万４８００円 
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 上記金額は、原告が平成１３年３月期確定申告書に記載した、法人税額か

ら控除される所得税額等の額である。 

（計算） 

ａ－ｂ＝２８５７万６０００円（ただし、国税通則法１１９条１項により１

００円未満切り捨て） 

(ウ) 過少申告加算税額 ３９６万１０００円 

（内訳） 

ａ 国税通則法６５条１項（平成１８年３月３１日法律第１０号による改正前

のもの。以下同じ。）の規定に基づく過少申告加算税額 ２６９万９０００円 

 原告が、平成１３年３月期更正処分に基づき新たに納付すべき法人税額は、

前記(イ)の金額から、原告が平成１３年３月期確定申告書に記載した納付す

べき法人税額１５８万３１００円を控除した２６９９万２９００円であると

ころ、国税通則法６５条１項の規定による過少申告加算税は、同額から国税

通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨てた２６９９

万円に１００分の１０を乗じて算定した２６９万９０００円である。 

ｂ 国税通則法６５条２項の規定に基づく加算額１２６万２０００円本件で、

国税通則法６５条３項２号（平成１３年３月３０日法律第６号による改正前

のもの）所定の期限内申告税額は、原告が平成１３年３月期確定申告書に記

載した納付すべき法人税額１５８万３１００円に、前記(イ)ｂの控除所得税

額等の金額１６万４８００円を加算した１７４万７９００円であるところ、

国税通則法６５条２項の規定に基づく加算額は、前記ａの２６９９万２９０

０円から上記１７４万７９００円を控除して得た２５２４万５０００円から、

国税通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨てた２５

２４万円に、１００分の５を乗じて算定した１２６万２０００円である。 

（計算） 

ａ＋ｂ＝３９６万１０００円 

(3) 平成１４年３月期更正処分及び同賦課決定処分の経緯等 

ア 平成１４年３月期更正処分及び同賦課決定処分の経緯 

 原告は、大洲税務署長に対し、平成１４年３月期について、所得金額２０６５

万６４５７円、納付すべき法人税額４４７万４０００円とする法人税の確定申告

書（乙１５。以下「平成１４年３月期確定申告書」という。）を法定申告期限ま

でに提出した。 

 大洲税務署長は、原告の平成１４年３月期の法人税についての確定申告に対し、

下記イのとおり、法人税額の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分を行っ

た（甲１６）。 

イ 平成１４年３月期更正処分及び同賦課決定処分の根拠 

(ア) 所得金額 １億２４１３万３０２４円 

（内訳） 

ａ 申告所得金額 ２０６５万６４５７円 

ｂ 雑収入の計上漏れ額 １億１７０９万３４８６円 
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 上記金額は、別紙３「雑収入の内訳」の平成１４年３月期についての①な

いし③、⑤、⑥、⑨、⑩及び⑫ないし⑮欄の各金額の合計額であり、いずれ

も原告の雑収入として計上すべきものと認められることから、雑収入の計上

漏れ額として所得金額に加算されるべきである。 

 なお、⑭及び⑮については、原告の雑収入として計上されるべきことにつ

いて当事者間に争いがない。 

 各雑収入の詳細は、別紙４の各別表の記載のとおりであるが、同各別表に

記載された客観的事実及び金額については当事者間に争いがない。 

ｃ 指導事業支出の過大計上額 ４９万９５８０円 

 原告が、平成１３年１１月２９日に指導事業支出として計上した５０万円

は、原告に帰属すると認められる別紙８⑦記載のＧ組合代表乙名義普通預金

への資金移動であるから、支払手数料４２０円を控除した４９万９５８０円

は、損金の額に算入されず、原告の所得金額に加算されるべき金額である。 

 なお、上記金額については、原告の雑収入として計上されるべきことにつ

いて当事者間に争いがない。 

ｄ 受取利息の計上漏れ額 ６８３６円 

 上記金額は、原告に帰属すると認められる別紙８の預貯金の利息収入額で

あり、受取利息計上漏れとして所得金額に加算されるべき金額である。 

 上記金額の詳細は、別紙５の別表⑱－２記載のとおりであり、同別表に記

載された客観的事実及び金額については当事者間に争いがない。 

ｅ 寄附金の損金不算入額 ９３４５万２２９９円 

 上記金額は、後記ｈの寄附金の計上漏れ額を申告済みの寄附金額に加算し

たものが、法人税法３７条（平成１４年７月３日法律第７９号による改正前

のもの）及び同法施行令７３条（平成１４年３月３１日政令第１０４号によ

る改正前のもの）の規定に基づき算出される損金算入限度額を超える金額で

あり、所得金額に加算されるべき金額である。 

ｆ 貸倒引当金の繰入限度超過額の損金算入過大額 ８５７２円 

 前記(2)イ(ア)ｉに伴い、平成１３年３月期の貸倒引当金の繰入限度超過額

が８５７２円減少するため、同額が、前期貸倒引当金の繰入限度超過額の過

大計上額として所得金額に加算されるべきである。 

 なお、原告は、異議申立て、審査請求及び本訴において、当該加算につい

ては争っていない。 

ｇ 事業税の損金不算入額 ９３万３０００円 

 上記金額は、平成９年４月１日から平成１２年３月３１日までの各事業年

度の法人税の更正処分において事業税の額として損金の額に算入されたもの

を、原告が、平成１４年３月期の確定申告において再度損金の額に算入した

ものであるが、かかる経理処理は認められないため、所得金額に加算される

べきである。 

 なお、原告は、異議申立て、審査請求及び本訴において、当該加算につい

ては争っていない。 
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ｈ 寄附金及び給与の計上漏れ額 ９５１５万１４００円 

 上記金額は、原告が、組合員及びその関係者に対して、本件漁業協力金等

の分配として支出した金額であるところ（当事者間に争いがない。）、上記金

額のうち原告の組合員に対するものは直接的な事業関連性及び対価性のない

金銭の贈与と認められ、また、非組合員である原告の職員に対するものは給

与と認められるため、寄附金及び給与の計上漏れとして、所得金額から減算

されるべきである。 

 上記金額の詳細は、別紙６の別表⑲－２記載のとおりであり、同別表に記

載された客観的事実及び金額については当事者間に争いがない。 

ｉ 雑費の計上漏れ額 １５６万８７３３円 

 上記金額は、原告に帰属すると認められる別紙８の預貯金から検査料等の

諸経費として支出されているものであり、雑費の計上漏れとして所得金額か

ら減算されるべき金額である。 

 上記金額の詳細は、別紙７の別表⑳－２記載のとおりであり、同別表に記

載された客観的事実及び金額については当事者間に争いがない。 

ｊ 貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額 ８５７３円 

 前記(2)イ(ア)ｂの雑収入計上漏れのうちの別紙３④の傭船料の加算によ

り、平成１４年３月期の期末貸金の額が７３万９０００円増加することに伴

い、法人税法５２条２項（平成１４年７月３日法律第７９号による改正前の

もの）並びに租税特別措置法５７条の９（平成１４年７月３日法律第７９号

による改正前のもの）及び同法施行令３３条の８（平成１４年８月１日政令

第２７１号による改正前のもの）の規定による貸倒引当金の繰入限度額が８

５７３円増加するため、同額が、貸倒引当金の繰入限度超過額の過大計上額

として所得金額から減算されるべきである。 

 なお、原告は、異議申立て、審査請求及び本訴において、当該減算につい

ては争っていない。 

ｋ 利子税の加算誤り １万１０００円 

 上記金額は、原告が平成１４年３月期確定申告書において損金不算入とし

て所得の金額に加算した附帯税等の額１４７万４１００円に含まれる利子税

であり、同税は損金に算入されるものであるため、所得税額から減算される

べきである。 

 なお、原告は、異議申立て、審査請求及び本訴において、当該減算につい

ては争っていない。 

ｌ 事業税の損金算入額 １１７７万７５００円 

 上記金額は、前記(2)の平成１３年３月期更正処分に伴う増加所得金額１億

２２６９万５２６１円に対する事業税相当額であり、所得金額から減算され

るべき金額である。 

（計算） 

ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＋ｅ＋ｆ＋ｇ－ｈ－ｉ－ｊ－ｋ－ｌ＝１億２４１３万３０２

４円（別紙２の平成１４年３月期の所得金額⑱欄参照。） 
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(イ) 納付すべき法人税額 ２７２３万８９００円 

（内訳） 

ａ 所得金額に対する法人税額 ２７３０万９２６０円 

 上記金額は、前記(ア)の所得金額（国税通則法１１８条１項の規定に基づ

き１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）に法人税法６６条及び

負担軽減措置法１６条に規定する税率（１００分の２２）を乗じた金額であ

る。 

ｂ 控除所得税額等 ７万０３００円 

 上記金額は、原告が平成１４年３月期確定申告書に記載した、法人税額か

ら控除される所得税額等の額である。 

（計算） 

ａ－ｂ＝２７２３万８９００円（ただし、国税通則法１１９条１項により１

００円未満切り捨て） 

(ウ) 過少申告加算税額 ３１８万７０００円 

（内訳） 

ａ 国税通則法６５条１項の規定に基づく過少申告加算税額 ２２７万６００

０円 

 原告が、平成１４年３月期更正処分に基づき新たに納付すべき法人税額は、

前記(イ)の金額から、原告が平成１４年３月期確定申告書に記載した納付す

べき法人税額４４７万４０００円を控除した２２７６万４９００円であると

ころ、国税通則法６５条１項の規定による過少申告加算税は、同額から国税

通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨てた２２７６

万円に１００分の１０を乗じて算定した２２７万６０００円である。 

ｂ 国税通則法６５条２項の規定に基づく加算額 ９１万１０００円 

 本件で、国税通則法６５条３項２号（平成１４年７月３日法律第７９号に

よる改正前のもの）所定の期限内申告税額は、原告が平成１４年３月期確定

申告書に記載した納付すべき法人税額４４７万４０００円に、前記(イ)ｂの

控除所得税額等の金額７万０３００円を加算した４５４万４３００円である

ところ、国税通則法６５条２項の規定に基づく加算額は、前記ａの２２７６

万４９００円から上記４５４万４３００円を控除して得た１８２２万０６０

０円から、国税通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り

捨てた１８２２万円に、１００分の５を乗じて算定した９１万１０００円で

ある。 

（計算） 

ａ＋ｂ＝３１８万７０００円 

(4) 平成１５年３月期更正処分及び同賦課決定処分の経緯等 

ア 平成１５年３月期更正処分及び同賦課決定処分の経緯 

 原告は、大洲税務署長に対し、平成１５年３月期について、所得金額１５４０

万７１８０円、納付すべき法人税額３２４万２７００円とする法人税の確定申告

書（乙１６。以下「平成１５年３月期確定申告書」という。）を法定申告期限ま
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でに提出した。 

 大洲税務署長は、原告の平成１５年３月期の法人税についての確定申告に対し、

下記イのとおり、法人税額の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分を行っ

た（甲１７）。 

イ 平成１５年３月期更正処分及び同賦課決定処分の根拠 

(ア) 所得金額 ９６７５万１５３６円 

（内訳） 

ａ 申告所得金額 １５４０万７１８０円 

ｂ 雑収入の計上漏れ額 ９６５１万５３５６円 

 上記金額は、別紙３の平成１５年３月期についての①ないし③、⑤ないし

⑦、⑪及び⑬ないし⑯欄の各金額の合計額であり、いずれも原告の雑収入と

して計上すべきものと認められることから、雑収入の計上漏れ額として所得

金額に加算されるべきである。 

 なお、⑭ないし⑯については、原告の雑収入として計上されるべきことに

ついて当事者間に争いがない。 

 各雑収入の詳細は、別紙４の各別表の記載のとおりであるが、同各別表に

記載された客観的事実及び金額については当事者間に争いがない。 

ｃ 受取利息の計上漏れ額 ２１０７円 

 上記金額は、原告に帰属すると認められる別紙８の預貯金の利息収入額で

あり、受取利息計上漏れとして所得金額に加算されるべき金額である。 

 上記金額の詳細は、別紙５の別表⑱－３記載のとおりであり、同別表に記

載された客観的事実及び金額については当事者間に争いがない。 

ｄ 寄附金の損金不算入額 ８７３０万１７７１円 

 上記金額は、後記ｇの寄附金の計上漏れ額を申告済みの寄附金額に加算し

たものが、法人税法３７条（平成１８年３月３１日法律第１０号による改正

前のもの）及び同法施行令７３条（平成１５年３月３１日政令第１３１号に

よる改正前のもの）の規定に基づき算出される損金算入限度額を超える金額

であり、所得金額に加算されるべき金額である。 

ｅ 役員賞与の損金不算入額 ２６万円 

 上記金額は、後記ｈの原告の理事に対する役員賞与の損金不算入額であり、

所得金額に加算されるべき金額である。 

ｆ 貸倒引当金の繰入限度超過額の損金算入過大額 ８５７３円 

 前記(2)イ(ア)ｉに伴い、平成１４年３月期の貸倒引当金の繰入限度超過額

が８５７３円減少するため、同額が、前期貸倒引当金の繰入限度超過額の過

大計上額として所得金額に加算されるべきである。 

 なお、原告は、異議申立て、審査請求及び本訴において、当該加算につい

ては争っていない。 

ｇ 寄附金及び給与の計上漏れ ８８７８万３６００円 

 上記金額は、原告が、組合員及びその関係者に対して、本件漁業協力金等

の分配として支出した金額であるところ（当事者間に争いがない。）、上記金
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額のうち原告の組合員に対するものは直接的な事業関連性及び対価性のない

金銭の贈与と認められ、また、非組合員である原告の職員に対するものは給

与と認められるため、寄附金及び給与の計上漏れとして、所得金額から減算

されるべきである。 

 上記金額の詳細は、別紙６の別表⑲－３記載のとおりであり、同別表に記

載された客観的事実及び金額については当事者間に争いがない。 

ｈ 役員賞与の計上漏れ ２６万円 

 平成１４年６月２８日に別紙８⑦の預金口座から役員報酬及び出荷作業手

当として支出された金額のうち、原告の理事である丙に対する上記金額は役

員賞与に該当するため、役員報酬の計上漏れとして所得金額から減算される

べきである。 

ｉ 雑費の計上漏れ額 ２５４万２５７９円 

 上記金額は、原告に帰属すると認められる別紙８の預貯金から検査料等の

諸経費として支出されているものであり、雑費の計上漏れとして所得金額か

ら減算されるべき金額である。 

 上記金額の詳細は、別紙７の別表⑳－３記載のとおりであり、同別表に記

載された客観的事実及び金額については当事者間に争いがない。 

ｊ 貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額 ８５７２円 

 前記(2)イ(ア)ｂの雑収入計上漏れのうちの別紙３④の傭船料の加算によ

り、平成１５年３月期の期末貸金の額が７３万９０００円増加することに伴

い、法人税法５２条２項（平成１５年３月３１日法律第８号による改正前の

もの）並びに租税特別措置法５７条の９（平成１５年３月３１日法律第８号

による改正前のもの）及び同法施行令３３条の８（平成１８年３月３１日政

令第１３５号による改正前のもの）の規定による貸倒引当金の繰入限度額が

８５７２円増加するため、同額が、貸倒引当金の繰入限度超過額の過大計上

額として所得金額から減算されるべきである。 

 なお、原告は、異議申立て、審査請求及び本訴において、当該減算につい

ては争っていない。 

ｋ 事業税の損金算入額 １１１４万８７００円 

 上記金額は、前記(3)の平成１４年３月期更正処分に伴う増加所得金額１億

０３４７万６５６７円に対する事業税相当額であり、所得金額から減算され

るべきである。 

（計算） 

ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＋ｅ＋ｆ－ｇ－ｈ－ｉ－ｊ－ｋ＝９６７５万１５３６円（別

紙２の平成１５年３月期の所得金額⑱欄参照。） 

(イ) 納付すべき法人税額 ２１１３万８４００円 

（内訳） 

ａ 所得金額に対する法人税額 ２１２８万５２２０円 

 上記金額は、前記(ア)の所得金額（国税通則法１１８条１項の規定に基づ

き１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）に法人税法６６条及び



16 

負担軽減措置法１６条に規定する税率（１００分の２２）を乗じた金額であ

る。 

ｂ 控除所得税額等 １４万６７７９円 

 上記金額は、原告が平成１５年３月期確定申告書に記載した、法人税額か

ら控除される所得税額等の額である。 

（計算） 

ａ－ｂ＝２１１３万８４００円（ただし、国税通則法１１９条１項により１

００円未満切り捨て） 

(ウ) 過少申告加算税額 ２５１万４０００円 

（内訳） 

ａ 国税通則法６５条１項の規定に基づく過少申告加算税額１７８万９０００円 

 原告が、平成１５年３月期更正処分に基づき新たに納付すべき法人税額は、

前記(イ)の金額から、原告が平成１５年３月期確定申告書に記載した納付す

べき法人税額３２４万２７００円を控除した１７８９万５７００円であると

ころ、国税通則法６５条１項の規定による過少申告加算税は、同額から国税

通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨てた１７８９

万円に１００分の１０を乗じて算定した１７８万９０００円である。 

ｂ 国税通則法６５条２項の規定に基づく加算額 ７２万５０００円 

 本件で、国税通則法６５条３項２号（平成１５年３月３１日法律第８号に

よる改正前のもの）所定の期限内申告税額は、原告が平成１５年３月期確定

申告書に記載した納付すべき法人税額３２４万２７００円に、前記(イ)ｂの

控除所得税額等の金額１４万６７７９円を加算した３３８万９４７９円であ

るところ、国税通則法６５条２項の規定に基づく加算額は、前記ａの１７８

９万５７００円から上記３３８万９４７９円を控除して得た１４５０万６２

２１円から、国税通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切

り捨てた１４５０万円に、１００分の５を乗じて算定した７２万５０００円

である。 

（計算） 

ａ＋ｂ＝２５１万４０００円 

(5) 異議・審査決定等 

ア 原告は、本件各処分を不服として、平成１６年８月２３日、大洲税務署長に対

し、その一部の取消しを求めて異議申立てを行ったが（乙１の１ないし１の３）、

同署長は、同年１１月１８日付けで、これを棄却する異議決定を行った（乙４の

１ないし４の３）。 

イ 原告は、平成１６年１２月１０日、国税不服審判所長に対し、本件各処分の一

部の取消しを求めて審査請求を行ったが（乙２の１ないし２の３）、同所長は、平

成１７年６月３０日付けで、これを棄却する裁決（以下「本件裁決」という。）を

行った（甲１４）。 

 なお、平成１３年３月期ないし平成１５年３月期の各法人税について裁決に至

る経緯は、別紙１のとおりである。 
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３ 争点及び争点に関する当事者の主張 

(1) 本件漁業協力金等が原告に帰属するか否か（争点１） 

（原告の主張） 

ア 共同漁業権の免許を受けるのは漁業協同組合であるが、共同漁業権を行使する

権利は個々の組合員に帰属するところ、同権利は、物権的性格を有し、同権利の

目的である漁業利益の実現が妨害され又は妨害されるおそれがある場合には、妨

害者に対し妨害の排除若しくはその予防又は損害賠償を請求しうる権利である。

また、都道府県知事が漁業者個人に付与する許可漁業及び海面の一般的使用に基

づく自由漁業は、長年継続して営まれることにより社会通念上権利と認められる

までに成熟した慣習上の利益と把握される場合には、財産権を構成することにな

る。そして、砂利採取船等の操業によって、漁業者は、当該海面における共同漁

業、許可漁業又は自由漁業が事実上できなくなり、また、稚魚が育つべき藻場が

破壊され、海水に濁りが生じるなどして漁獲量が減少するところ、本件漁業協力

金等は、組合員個人に帰属する共同漁業権を行使する権利、許可漁業権及び自由

漁業権に生じるこれらの損失に対する実害補償であるから、各組合員に帰属し、

原告に帰属するものではない。 

イ 業者が砂利等を採取する区域（以下「本件砂利採取区域」という。）は、原告が

免許を有するＨ共同漁業権（以下「Ｈ共同漁業権」という。）の海域内にあるが、

原告の組合員全員が共同漁業を営むことができる海域ではなく、Ａ地区及びＢ地

区の漁業者のみが共同漁業を営むことができる海域であるところ、原告は、昭和

５３年に本件砂利採取区域において砂利採取が始まる際に、砂利採取により操業

に影響を受けるおそれのあるＡ地区の組合員から昭和５３年１月１４日付けで同

意書を取り付けており、このことは本件漁業協力金等が原告ではなく各組合員に

帰属することを示している。 

ウ 被告は、本件漁業協力金等が、原告が砂利採取ないし工事（以下「砂利採取等」

という。）の施工について同意をしたことに対する対価であると主張するが、原告

は、Ａ地区以外の地区の漁業者から同意を得ておらず、また、共同漁業権漁場区

域における砂利採取は共同漁業権の変更に当たるところ、原告が特別総会決議を

経た事実もない以上、原告が砂利採取に同意した事実はなく、本件砂利採取区域

内においてＨ共同漁業権を行使する権利を有するＡ地区の漁業者の同意を得て、

砂利採取業者へ通知したにすぎない。また、上記同意は単なる事実行為であり、

このこと自体に何ら法的権利性が認められない以上、同同意に対価性ないし有償

性を是認することはできない。 

エ 愛媛県は、昭和４４年ころから、県下の漁業協同組合に対し、組合員から委任

を受けて漁業補償金を取得する場合があることを認めるとともに、漁業協同組合

が組合員個人に配分される漁業補償金を取得した場合には公正に配分するよう指

導してきており、それを受けて、原告は、平成１０年４月１日付けの委任状（以

下「本件委任状」という。）により、各組合員から、砂利採取等により共同漁業権

の行使権者、許可漁業権者及び自由漁業権者に生じる損失の補償について、その

損失補償に係る交渉、漁業補償契約の締結並びに漁業補償金の受領及び配分等を
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行うことについて将来にわたって委任を受け、組合員の代理人として、砂利採取

業者等との間で本件漁業協力金等に係る損失補償契約を締結して同業者らに同意

を与えるとともに、本件漁業協力金等を同業者らから受領して各組合員に配分し

てきた。 

オ(ア) 被告は、本件漁業協力金等のうち建設業者から受領した金員の額が請負代

金の一定割合の金額であることから、漁業補償の名目で支払っているにすぎな

い旨主張する。通常、請負工事代金は、必要費用を積算して決定されるもので

あるから、本件漁業協力金等のうち建設業者から受領した金員の額について請

負代金の一定割合の金額とすることで合意したことをもって、上記金員が各漁

業者の漁業補償金でないとはいえない。 

(イ) 本件漁業協力金等のうち砂利採取業者から受領した各金員については、Ａ

地区の漁業者全体に上記各金員の６６パーセントを、Ｇ地区を除く他の５地区

の漁業者全体に１９パーセントを、原告に１５パーセントを配分している。Ａ

地区及びＧ地区以外の５地区に対する配分金の各地区への配分については、Ｅ

地区にその４４パーセントを、Ｂ地区にその４１パーセントを、Ｄ地区にその

１２パーセントを、Ｆ地区にその１．５パーセントを、Ｃ地区にその１．５パ

ーセントをそれぞれ配分し、各地区においては、それぞれの地区に所属する組

合員から選出された地区役員が、対象となる漁業者の漁業操業の実態とその資

格を審査し、漁業経営者、漁業従事者、補助関係者等に区分した上で、それぞ

れの配分額を決定して配分している。 

 本件砂利採取区域において、Ａ地区の漁業者はＨ共同漁業、許可漁業及び自

由漁業を営んでいるのに対し、Ｇ地区を除く他の５地区の漁業者は許可漁業及

び自由漁業のみを営んでいることから、Ａ地区の漁業者全体に対する配分比率

が上記５地区の漁業者全体に対する配分比率よりも高いことは当然である。Ｇ

地区の漁業者は、本件砂利採取区域において、共同漁業、許可漁業及び自由漁

業のいずれも営む権利がないため、砂利採取によって損失が生じず、本件漁業

協力金等の配分がない。原告に対する配分金は、原告の維持や代理に係る諸経

費の負担等のための漁業者による拠出金である。上記５地区間の配分比率につ

いては、本件砂利採取区域から各地区までの距離等の利便性を考慮して決定し

ている。 

(ウ) 被告は、各地区の各漁業者への配分金が一律であることをもって、本件漁

業協力金等の性質が各組合員に対する損失補償であるとは認められない旨主張

するが、各地区内の各漁業者に対する配分金は一律であるものの、別地区の漁

業者とは配分金額が全く異なる。被告が主張するように本件漁業協力金等の性

質が原告の同意に対する対価であるとすれば、何故に地区間で各漁業者への配

分金額が異なるかを説明し得ない。 

(エ) 被告は、個々の組合員に対する補償であれば、補償額は個々の組合員の漁

獲高が具体的に減少した金額を基準とすべきであるかのごとく主張するが、漁

業とは自然環境の中での様々な条件の下で行われるものであって、過去のある

月日の漁獲高を基準とすることは不可能であり、客観的に損失額が算定できる



19 

ことを前提とする主張自体、漁業が日々変化する自然環境の下で行われること

を無視した机上の空論というべきものである。 

カ 海上自衛隊が原告の有する共同漁業権の漁場区域外において平成１３年度郡中

沖掃海訓練（以下「平成１３年度郡中沖掃海訓練」という。）を実施したところ、

同訓練海面における漁業権等の行使制限による損失の補償に関して、原告は、同

訓練に先立ち、広島防衛施設局の依頼により、同訓練海面において許可漁業を営

む原告の組合員らから個別に委任を受けて代理人となり、同組合員らの損失補償

申請をなし、Ｉ漁業協同組合を復代理人として、防衛施設庁との間で、同組合員

らの損失補償契約の締結、補償金の受領等を行っている。上記損失補償契約にお

ける各組合員の補償金の額は、営んでいる許可漁業の種類ごとに、一律の金額で

あった。このように、共同漁業権の漁場区域外においては、国は、漁業損失を受

ける者が、漁業協同組合ではなく、その海域において実際に漁業を営む漁業者で

あること、及び、漁業を営む権利の内容すなわち営む漁業の種類が同一であれば、

その損失補償額が一律の金額となることを是認している。 

キ 仮に、被告が主張するように、砂利採取業者から受領した本件漁業協力金等が

同業者に対する原告の同意の対価であるとすれば、漁業者に対する損失補償がな

いのであるから、砂利採取に反対する漁業者は、その共同漁業権を行使する権利

に基づいて、砂利採取行為に対する妨害排除を求めることができ、さらには、許

可漁業権者や自由漁業権者も損害賠償請求をすることができることになり、砂利

採取業者、原告、漁業者を含めた当事者の主観的意思に明らかに反して不合理と

いうほかない。 

ク 大阪地裁昭和●●年(○ ○)第● ●号同昭和５２年６月３日判決・下級裁判所

民事裁判例集２８巻５ないし８号６５５頁及び最高裁昭和●●年(○○)第●●号

同平成元年７月１３日第一小法廷判決・民集４３巻７号８６６頁は、理論構成に

差異があったとしても、結論としての判断において、漁業補償金の帰属主体が現

実に漁業操業に関し損失を被る漁業協同組合の組合員たる漁業者であることを認

めている。したがって、最高裁を含む判例の見解によっても、漁業協同組合が漁

業者に配分される漁業補償金について仮受金勘定経理をすることが認められてい

るといえる。 

ケ 国税庁は、漁業補償金のうち組合員に配分が予定されている金員は組合員に帰

属するとの見解を前提として、漁業協同組合等が、その有する共同漁業権の消滅

等により租税特別措置法６４条１項７号に掲げる補償金等を取得した場合におい

て、組合員に配分することが予定されている部分の金額につき、その配分をする

日と当該補償金等の交付を受けた日から３年を経過する日とのいずれか早い日ま

で仮受金として経理しているときは、これを認める旨を本件通達において定めて

いるところ、本件漁業協力金等は、私企業が行う事業に伴って支払われるもので

あり、租税特別措置法６４条１項７号にいう「補償金」には直接該当しないもの

の、各漁業者の漁獲減少を填補する損失補償として支払われるものであり、その

補償金としての性質は全く同一であるから、同法同条項の「補償金」と同様に扱

われるべきである。 



20 

コ 大洲税務署は、昭和６０年以降平成１５年３月期に至るまで、原告に対し、原

告が砂利採取業者等から受領した砂利採取等に伴う漁業補償金の各組合員に対す

る配分額を照会してきており、それを受けて原告は、同署に対し、各事業年度に

おける各組合員に対する上記漁業補償金の配分額を回答し、同署は、各組合員の

所得申告と原告の回答に相違がある場合には、その組合員に対して修正申告をさ

せてきたのであるところ、これは同署が、原告の受領した漁業補償金は各組合員

の所得であると認識してきたからにほかならない。 

サ 原告及び訴外Ｊ漁業協同組合に対する課税処分以外には、愛媛県内及び他県に

おいて、砂利採取に伴う漁業補償金を漁業協同組合の益金とした課税処分の例は

ない。 

（被告の主張） 

ア 原告は、建設業者との間の工事施工に関する契約及び建設業者の工事施工に対

する同意の当事者であり、かつ、愛媛県海砂利採取認可要綱及び愛媛県漁業調整

規則が定める砂利採取業者に対する同意の当事者であるとともに、砂利採取業者

等から本件漁業協力金等の支払を受けた当事者であることからすれば、本件漁業

協力金等は、原告の取引に係るものであって、砂利採取業者等から原告に支払わ

れた段階で、確定的に原告に帰属する。そして、本件漁業協力金等は、法人税法

２２条２項にいう「資本等取引以外のもの」に該当するから、原告の益金の額に

含まれる。 

イ 本件漁業協力金は、以下のとおり、原告組合員の漁獲減少を補償する損失補償

金ではない。 

(ア) 本件漁業協力金等の性質は、その算定過程や根拠によって判断されるべき

であり、本件漁業協力金等が、原告の主張するとおり、漁業補償であるとすれ

ば、将来生じるであろう損失の額を根拠として算定されなければならない。例

えば、海上自衛隊の訓練に係る漁業補償金は、漁業補償としての性質を有する

ところ、実際の損失額を具体的に調査した上で補償額を決定すべきことが「自

衛隊の訓練等に伴う漁業補償等に関する訓令」等において定められ、前記（原

告の主張）カ記載の損失補償申請に際しては、防衛施設局長宛に各組合員の漁

業種類、平時及び制限時における粗収入、経営費、所得額、漁船のトン数等を

記載した個人別補償申請内訳書が提出され、収入経費等の予測に基づいて各組

合員の損失額を積算して損失額を計算しているのに対し、本件漁業協力金等に

ついては、このような収入経費等の調査ないし予測などは一切されておらず、

その算定根拠は不明であるから、漁業補償金としての性質を有さない。 

 かえって、建設業者から支払われた本件漁業協力金等は、工事請負金額に一

定の率を乗じて算定されているから、建設業者の利益の分配にあずかるという

性格が認められる。 

 なお、原告が受領した上記海上自衛隊の訓練に係る漁業補償金は、漁業者に

配分されていない。 

(イ) 本件漁業協力金等の配分を受けた者の中には、原告の従業員等の漁業によ

る収入のない者及び本件砂利採取区域において操業している実績がない者が少
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なからず含まれること、多数の組合員が同額の配分金を受領しているが、同一

の漁業協同組合ないしその支所に所属する者であっても、漁法、魚種、事業規

模及び経験などによって漁獲量及び水揚金額は異なるのが通常であり、多数の

者について全く同一の漁獲減少があるとは考えにくいこと、本件砂利採取区域

においてＨ共同漁業を営む権利を有する者の資格は、Ａ地区及びＢ地区に住所

を有する個人である組合員であり、Ａ地区の漁業者のみが共同漁業を営めない

ことによる損失を受けるとの原告の主張と矛盾することからすれば、各組合員

への配分額が漁業損失に基づいて定められたとは認められない。 

(ウ) 本件委任状には、「私は、今後における国や地方自治体並びに民間企業等

による消滅・実害・影響等に係る漁業の損失補償等に関し、Ａ漁業協同組合代

表理事組合長丁を代理人と定め、下記権限を将来にわたって委任します。」との

記載があるところ、本件漁業協力金等は、原告組合員の漁獲減少を補償する損

失補償金ではないから、本件委任状とは無関係である。他方、このような委任

があったとしても、原告自身が本件漁業協力金等を受けることを排除するもの

とはいえない。さらに、上記委任は、組合員を委任者、原告代表者個人を受任

者とするから、原告が当事者である本件漁業協力金等とは無関係である。 

(エ) 愛媛県の原告に対する通知ないし指導に関する前記（原告の主張）エ記載

の原告の主張については、同通知ないし指導は、漁業補償金の取扱いについて

定めたものであるところ、本件漁業協力金等は漁業補償金には当たらないから、

原告の主張は前提において失当である。 

ウ(ア) 原告が建設業者から支払を受けた本件漁業協力金等は、漁業補償の名目で

支払われているが、その支払日ないしその約半月後に、原告が、当該建設業者

による工事の施工に同意する旨の書面を作成していることに照らせば、上記本

件漁業協力金等は、原告から建設工事の施工に対する同意を得る目的で支払わ

れたものと認めるのが相当である。 

(イ) 砂利採取業者が砂利の採取を行おうとするときは、採取計画を定め、都道

府県知事の認可を得なければならないところ（砂利採取法１６条）、愛媛県の定

めた愛媛県海砂利採取認可要綱６条(3)ウは、海砂利の採取計画の認可基準の１

つとして、関係漁業協同組合の同意を得ていることを挙げている。また、愛媛

県漁業調整規則４５条１項は、漁業権の設定されている漁場内において岩礁を

破砕し、又は土砂若しくは岩石を採取しようとする者は、知事の許可を受けな

ければならないと、同条２項は、上記許可を得ようとする者は、申請書に当該

漁場に係る漁業権を有する者の同意書を添え、知事に提出しなければならない

とそれぞれ規定している。 

 本件砂利採取区域は、Ｈ共同漁業権の漁場区域内であるところ、当該共同漁

業権は原告が有することから、愛媛県海砂利採取認可要綱６条(3)ウにいう「関

係漁業協同組合の同意」及び愛媛県漁業調整規則４５条２項にいう「漁業権を

有する者の同意書」に係る同意の主体は原告である。このことは、原告名義で

砂利採取業者宛の同意書が作成されていることからも明らかである。そうする

と、仮に、Ａ地区の漁業者の同意を得たとする原告の主張が事実であったとし
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ても、それは単に、原告が同意不同意の判断の前提として、一部組合員の賛同

を得たものにすぎないというべきである。 

 そして、上記同意の名宛人である砂利採取業者にとっては、原告から同意を

得れば、将来原告との間で生じる可能性のあるトラブルを回避し得るし、原告

の組合員との間で何らかのトラブルが生じた場合に原告を介して解決を図るこ

となども期待したと思われるから、砂利採取業者から支払われた本件漁業協力

金等は、原告が砂利採取の同意をしたことに対する対価であると解するのが相

当である。 

(ウ) 砂利採取の認可等に当たって、関係漁業協同組合や漁業権者の同意を要す

ることは、愛媛県海砂利採取認可要綱や愛媛県漁業調整規則に定められており、

法的根拠が明確である以上、同意行為自体の法的権利性の有無は本件漁業協力

金等の性格及び帰属に影響を与えないというべきである。 

(エ) なお、仮に、原告が本件漁業協力金等を二次的に各組合員に配分すること

を予定し又は現に配分したとしても、それによって本件漁業協力金等の性格が

変わるものではない。 

エ 原告の平成６年度第４回理事会や平成１３年度第４回理事会における原告理事

らの発言の内容からすれば、原告の組合員が、本件漁業協力金等は原告の理事会

が使途を定めるべき資金であって、組合員の漁獲減少を補填することを直接の目

的とするものではないという認識を有していたことは明らかである。 

オ 本件通達は、そこに示された消滅補償金及び減価補償金に限り、一定の期間に

組合員に配分することを予定しているものについて仮受金処理を認めるとの例外

的取扱いを規定しているものであり、法人税法上は益金として観念されることに

なる金銭のうち一定の条件を満たしたものについてのみ例外的処理を認めるもの

にすぎないところ、本件漁業協力金等の原因たる事業を行うのは国又は地方公共

団体ではなく、本件漁業協力金等は本件通達にいう補償金に該当しないことから、

本件通達の適用はない。 

カ 原告の援用する最高裁判決は、共同漁業権消滅の場合の漁業補償金は漁業協同

組合に帰属し、組合員はその配分を受ける立場にあるにすぎない旨判示したもの

であるから、前記（原告の主張）ク記載の原告の主張は失当である。 

キ 原告が組合員に補償金に係る配分金を支払った場合、組合員は、その配分金を

所得として申告しなければならないから、仮に大洲税務署長が組合員への配分金

に関する前記（原告の主張）コ記載の調査・指導を行ったとしても、組合員が原

告から支払われた金員を適正に申告しているか否かを目的とするものにすぎず、

これをもって、大洲税務署長が、本件漁業協力金等が漁業補償金であることや、

それが原告の組合員に帰属すること及び本件漁業協力金等に係る仮勘定経理を認

めたことにはならない。 

(2) 各旧漁業協同組合単位の各地区ごとに経理される収入及び費用等が、原告に帰属

するか否か（争点２） 

（原告の主張） 

ア(ア) 原告は７つの漁業協同組合が合併して設立されたものであるところ、各旧
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漁業協同組合に免許された共同漁業権の海域（以下「地先海域」という。）や内

水面は、歴史的に、その地区の漁業者だけが漁業を営んできたものであり、合

併によって原告が設立されたことにより、共同漁業権が原告に免許されること

になったが、従前各地区の漁業者が共同漁業を営んでいた地先海域において他

地区の漁業者がこれを営むことが許されないことは当然である。そこで、原告

の合併総会においては、各旧漁業協同組合に共同漁業権が免許されていた地先

海域において、他地区の漁業者が共同漁業を営めないことを確認するとともに、

県知事が免許する各共同漁業権の漁業権行使規則において、各地区の漁業者だ

けがその地先海域における漁業を営めることを明記している。このように、各

地区の漁業者が共同漁業を営むことができるのは元の地先海域だけであること

から、各地先海域における共同漁業権を管理するために、各地区の漁業者で構

成する入会集団的な任意組合（人格なき社団）が結成される必然性があった。 

(イ) 漁業法も、地元地区ないし関係地区に関する規定の存在に照らして、共同

漁業権を免許される漁業協同組合とは別に、自然的及び社会経済的条件により

形成された漁業者で構成される団体の存在を是認しているといえる。漁業権の

放棄又は変更等における組合員の同意制度（漁業法３１条）及び漁業権の管理

に係る部会制度（水産業協同組合法５１条の２等）が設けられたことも、上記

漁業者団体の存在を法が是認していることを裏付けているといえる。 

イ 入漁料等（別紙３の②、③及び⑤ないし⑫）について 

(ア) 入漁は、各地区の漁業者が共同漁業を営むことに影響を与えることから、

各地区の任意組合が、合併前の各旧漁業協同組合が行っていた事業を引き継い

で、原告とは別の事業として行ってきたものであり、入漁料は、任意組合の所

得である。このように入漁料等（別紙３の②、③及び⑤ないし⑫）は各旧漁業

協同組合単位で設立した民法上の任意組合の事業活動で生じた収入であるとこ

ろ、原告は合併により同任意組合の事業まで承継したものではなく、また、こ

れらの事業を各旧漁業協同組合から引き継ぐことを決議したこともないことか

ら、これらの事業による収入が原告に帰属するものではない。 

(イ) 原告は、通常、各地区が管理する共同漁業権について関与することはなく、

そのため、各地区の任意組合においては、合併前の各旧漁業協同組合と同様に、

役員が選任され、独立の財産を有し、それを代表者名義等の個人預金として預

金口座で管理し、会議を開いて財産管理状況を報告し、また、代表者が第三者

との間で法律行為を行っている。このように各任意組合は、独自の会計処理に

従って事業を行っており、その事業は、原告の有する共同漁業権等の権利の得

喪や原告による直接の管理にかかわることではないから、当該事業によって生

じる収入が原告の所得でないことは明らかである。 

ウ 受取利息（別紙２④について） 

(ア) 本件漁業協力金等及び各支所における事業活動から生じた収益等は原告

に帰属しないから、当該金員が入金された各預貯金も原告に帰属しない。した

がって、当該預貯金の受取利息も原告に帰属しない。 

(イ) これらの預貯金口座は、各地区の任意組合がその自主事業等による財産管
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理のために開設した口座であり、それゆえ、口座名義人は、原告ではなく、任

意組合の代表者個人であり、たとえその代表者が原告の理事であるとしても、

原告の所得でないことは明らかである。 

エ 役員賞与（別紙２⑥及び⑫）について 

 丙に対して支払われた役員賞与（別紙２⑥及び⑫）は、任意組合であるＧ組合

の代表者に対して支払われたものであり、Ｇ組合の事業に関して支払われている

ものであって、原告の事業とは無関係であるから、原告の所得金額の計算におい

て考慮すべきものではない。 

オ 市場調査報酬（別紙３⑬）について 

 職員個人の口座に振り込まれた市場調査報酬（別紙３⑬）は、原告の職員が個

人の資格でＫから委託を受けた市場調査に対する報酬として支払われたもので、

源泉徴収も当該職員に対しなされているから、原告の所得ではない。これを原告

の所得として課税すると、個人と原告とが二重に課税されることになり、この点

からも違法である。 

（被告の主張） 

ア(ア) 原告は、各旧漁業協同組合の合併により新設されたところ、合併により存

続する組合又は合併により設立した組合は、合併によって消滅した組合の権利

義務を承継するから（水産業協同組合法７２条）、合併前の各旧漁業協同組合が

行ってきた事業に係る権利義務は、合併によって設立された組合である原告に

包括的に帰属する。 

(イ)ａ 各地区について任意組合としての設立総会も開催されていないなど、各

旧漁業協同組合の合併に際して任意組合が設立されたこと、あるいは消滅し

た各旧漁業協同組合の権利義務が任意組合である各地区に留保されたことを

認めるに足りる証拠はない。なお、人格のない社団は、収益活動を行う場合、

法人税の納税義務を負うが（法人税法３条、４条）、原告のいう任意組合（人

格なき社団）が法人税の確定申告をした事実は認められない。 

ｂ 共同漁業権の管理及びそれに附帯する事業は、原告の設立目的である事業

にほかならないことから、これらの事業を行う各地区なる団体は、原告の下

部組織にほかならず、原告から独立した団体であると解することはできない。 

ｃ 団体が保有する漁業権の管理及び行使方法を団体内部で取り決めるに当た

り地域ごとに区分けしたことをもって、当該各地区が独立した団体であるこ

とを承認したことにはならないというべきである。 

 また、入漁料に関する覚書（乙１０）には、原告のＣ支所の代表者が記名

押印し、同入漁料の領収書（乙１２の１ないし３）は、「Ａ漁業協同組合Ｃ支

所」名義で発行されており、また、Ｇ組合の平成１４年度総会資料（甲１３）

の表紙には「Ａ漁協Ｇ支部（Ｇ組合）」と記載されているところ、各地区が原

告とは独立した団体であれば、原告の漁業協同組合名を付する必要はなかっ

たはずである。 

ｄ よって、各地区なる団体は、原告の下部組織にほかならず、原告から独立

した団体であると解することはできないところ、内国法人は法人格ごとに納
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税義務を負い（法人税法４条）、法人税の課税対象となる所得金額は、支店・

支所の活動によるものを含め、その法人の活動により生じた収益及び費用を

合算して算出するから、原告の支所単位で生じた収益及び費用は、原告の法

人税の確定申告における所得金額に加算あるいは減算されるべきものである。 

イ 入漁料等（別紙３の②、③及び⑤ないし⑫）について 

(ア) 入漁権とは、他人の共同漁業権又は特定区画漁業権に属する漁場において

その漁業権の内容たる漁業の全部又は一部を営む権利をいうところ（漁業法７

条）、共同漁業権及び特定区画漁業権は、漁業協同組合が有し、支所ないし任意

組合は、共同漁業権の主体ではないから（同法８条参照）、支所ないし任意組合

が共同漁業権に係る入漁料を徴収する根拠はない。 

 また、入漁料等を生じさせた各事業活動に従事する者は、原告の職員や組合

員などであって、原告の関係者であること、また、入漁料等は、原告の有する

共同漁業権に関連する入漁料などであって、原告の法人格に基づき発生する収

入であると認められることから、いずれも原告に帰属するものと解され、任意

組合（人格なき社団）の活動によるものとする根拠はない。 

(イ) 例えば、Ｇ組合による青海苔の販売は、原告の定款上の目的たる事業であ

る「組合員の漁獲物その他の生産物の運搬、加工、保管又は販売」にほかなら

ないから、その収益は当然原告に帰属する。 

 又、Ｇ組合の地区内において行われた護岸工事について業者が支払った金員

に関し、Ｇ組合の関係者が、業者に対し、原告の管理する預貯金口座に振り込

むよう指示し、その上で、原告がＧ組合の代表者名義の預金口座に振替送金し

ており、その際、同金員の一部を原告が受領しているところ、これは、上記護

岸工事に関する事務は原告の業務にほかならないからであると解され、同工事

に係る金員は原告に帰属する。 

 さらに、原告が、大洲税務署長に対する異議申立書において、原告がＭ銀行

長浜支店Ｇ組合代表者乙名義（口座番号       ）に振り込んだ指導事

業費４９万９５８０円について、原告が支出した趣旨に従ってＧ組合が費消し

なかったことを理由に、原告の所得に加算されることを認めているところ、こ

れは、原告がＧ組合を原告の支所と認識しているからである。また、上記護岸

工事に係る金員について、原告が管理する預貯金口座に入金させたのは、やは

り原告がＧ組合を原告の支所と認識していたからにほかならない。 

ウ 受取利息（別紙２④について） 

 別紙８記載の預貯金口座は、原告の所得に帰属すると認められる本件漁業協力

金等や入漁料などの雑収入の入金や配分金の出金が認められるか、もしくは、か

かる理由で原告に帰属すると認められる預貯金口座の金員を原資とすることか

ら、いずれも原告に帰属するものと認められ、これらの預貯金の利息も、原告に

帰属する受取利息として、所得金額に算入されるべきである。 

エ 役員賞与（別紙２⑥及び⑫）について 

 原告は、Ｇ組合名義の事業に関し、平成１４年６月２８日、役員報酬として丙

に対し２６万円を支払っているが、同事業は原告に帰属するものであり、かつ、



26 

丙に対する原告理事としての報酬は、別途原告から支給されているから、上記２

６万円は、原告から同人に対する賞与と認めるのが相当である。 

オ 市場調査報酬（別紙３⑬）について 

(ア) 原告は、Ｋから市場調査を受託し、その報酬を受けたが、当該調査は原告

の担当職員が勤務時間内に行ったもので、調査には原告の所有する資料を用い

る必要があることからすれば、当該報酬は原告に帰属するというべきである。 

(イ) 報酬を受け取った原告の職員は、その全額を、職員代表戊名義普通預金（別

紙８⑥）に入金している。そして、この口座には、原告が自己に帰属すると認

めているフグ水揚調査報酬金等が入金され、また、原告の福利厚生費等の活動

費用が出金されており、上記戊ないし他の職員に属すると解される入出金は認

められないから、当該口座は原告に帰属するものというべきである。そうする

と、当該口座に入金された上記報酬も原告の収入（雑収入）であるということ

ができる。 

(ウ) 原告の担当職員が、上記報酬を自己の収入とする確定申告書を提出した事

実は認められない。 

(3) 大洲税務署長の従前の対応による信義則違反の有無（争点３） 

（原告の主張） 

 課税処分の解釈に際しては、一般的に信義誠実、信頼及び禁反言の原則が適用さ

れるところ、本件漁業協力金等について、２０数年余りの間、非課税の取扱いが税

務署の指導により認められてきたこと、原告はその指導を信じてそれに基づいて仮

受金の計上処理をしてきたこと、原告が上記指導を信じたことにつき何ら過失はな

いこと、本件漁業協力金等の配分を受けた組合員が既に確定申告をしている上、新

たに課税処分を受けた原告の受ける不利益は極めて大きいこと、本件各処分は大洲

税務署長の恣意的な判断によるものといわざるを得ないこと等を総合的に評価する

と、本件各処分は、明らかに信義誠実、信頼及び禁反言の原則に違反し、かつ裁量

権を濫用した違法な処分といわざるを得ない。 

（被告の主張） 

ア 前記(1)（被告の主張）キ記載のとおり。 

イ 信義則の適用によって課税処分を違法とするには、税務官庁が納税者に対し信

頼の対象となる公的見解を表示したことが必要であるところ、それを信頼して行

動したことについて納税者の帰責事由も考慮すべきであるから、この表示は、責

任ある地位の者による、公的見解として信頼するに足りる明確な表示であること

が必要というべきである。本件において、仮に、大洲税務署長が、過去の調査の

際に、原告の経理処理を是正するよう指導しなかったとしても、そのような消極

的行為をもって、信頼の対象となるべき明確な公的見解を表示したと評価するこ

とはできない。 

(4) 本件裁決の違法性の有無（争点４） 

（原告の主張） 

ア 本件裁決は、原告が審査請求において主張した、①国税庁は、漁業補償金は組

合員に帰属するとしている、②国税庁の上記見解に沿った判例が存在する、③本
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件各更正処分は大洲税務署長による従前の課税実態からすれば、禁反言の原則に

反し許されないという主張を意図的に脱漏させて判断しており、本件裁決には、

原告の主張を的確に取り上げないまま、実質的審査をせずに裁決をなした違法が

ある。 

イ 本件裁決には、本件各更正処分によって認定された課税標準又は税額が客観的

な課税標準又は税額を超えているにもかかわらず、これを超えていないと判断し

た実体的違法がある。 

（被告の主張） 

ア 国税不服審判所長は、本件裁決を行うに当たり、原告の主張の要旨を「請求人

の主張」として的確に取り上げた上、十分な審理を尽くして判断を示したもので

あり、原告の上記アの主張は事実に反する。 

イ 原告の上記イの主張は、本件裁決が原告が違法と主張する原処分を維持したこ

との違法を主張するもので、原処分の違法を主張するに留まる。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１に対する判断 

(1) 本件漁業協力金等が原告に帰属するか否かは、本件漁業協力金等の支払われた趣

旨すなわち本件漁業協力金等の性格によって決まるところ、被告は、本件漁業協力

金等は、原告が砂利採取業者等に対し砂利採取等を行うことについて同意したこと

に対する対価であり、原告の取引に係るものであるから、砂利採取業者等から原告

に支払われた段階で、確定的に原告に帰属すると主張するのに対し、原告は、本件

漁業協力金等は、砂利採取等により個々の原告組合員が被る損失を填補する補償金

であるから、各組合員に帰属すると主張する。そこで、以下検討する。 

(2) 証拠（甲２２、２４、２５、乙５ないし８の３、１１及び４５）及び弁論の全趣

旨によれば、以下の事実が認められる。 

ア(ア) Ｎ漁協協議会は、平成５年８月３１日、株式会社Ｏとの間において、株式

会社Ｏが、Ｎ漁協協議会に対し、愛媛県Ａ港港湾整備事業に伴う防波堤の築堤

工事に係る迷惑料として、各年度において上記工事請負費の２パーセントを支

払うのに対し、Ｎ漁協協議会は、上記工事の施工に当たり、関係漁業協同組合

である原告、Ｐ漁業協同組合、Ｑ漁業協同組合及びＩ漁業協同組合の同意を得

ることなど上記工事の円滑な推進に協力する旨の契約を締結した。原告は、関

係漁業協同組合として同契約に係る契約書に記名押印をしている（乙５）。 

(イ) 原告は、平成５年９月４日、上記工事の施工に同意する旨の愛媛県八幡浜

地方局建設部宛の書面を作成した（乙６）。 

(ウ) 本件漁業協力金等の中には、上記契約に基づいて支払われた迷惑料の一部

が含まれている（弁論の全趣旨）。 

イ(ア) 株式会社Ｓは、平成１４年３月２５日、原告のＤ支所に対し、平成１３年

度Ｄ漁港地域水産物供給基盤整備工事（分割の３）の「漁業補償」名目で、８

１００万円の１．５パーセントである１２１万５０００円を支払い、原告は、

平成１４年４月１０日付けの同意書により、株式会社Ｓに対して、同工事の施

工に同意した（乙７の１、乙８の１）。なお、上記１２１万５０００円の支払に
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係る領収書（乙７の１）には、同金員の領収主体として「Ｄ漁業組合」と記載

されているが、Ｄ漁業協同組合は既に合併により消滅していること、同じ株式

会社Ｓによる下記(ウ)記載の金員の支払に係る領収書には、領収主体として「Ａ

漁協Ｄ支所」と記載されていることにかんがみれば、原告のＤ支所が領収主体

であると認められる。 

(イ) 株式会社Ｓは、平成１４年４月１０日、原告のＤ支所に対し、平成１３年

度Ｄ漁港地域水産物供給基盤整備工事の「漁業補償」名目で、４６００万円の

１．５パーセントである６９万円を支払い、原告は、同日付けの同意書により、

株式会社Ｓに対して、同工事の施工に同意した（乙７の２、乙８の２）。なお、

上記６９万円の領収主体が原告のＤ支所であると認められることは、上記(ア)

記載のとおりである。 

(ウ) 株式会社Ｓは、平成１４年９月１１日、原告のＤ支所に対し、平成１４年

度Ｄ漁港地域水産物供給基盤整備工事の「漁業補償」として、９１００万円の

１．５パーセントである１３６万５０００円を支払い、原告は、同日付けの同

意書により、株式会社Ｓに対して、同工事の施工に同意した（乙７の３、乙８

の３）。 

ウ 昭和５３年２月６日に開催された原告の役員会において、「Ａ地先における砂

利採取の同意について」の議案に関し、議長は、「今般、Ａ地区漁民の要望により

Ａ地先の漁業権内において砂利採取の同意について正式に申し入れがあった。こ

れについては地元漁民と採取業者の話し合いのもとに補償料の交渉も進み組合員

の同意も取りつけている事でもあり地元組合員の意見をくみ取り、本案を進めて

頂きたい。」と発言し、それに対し、Ｔ理事は、「地元Ａの意見を第一に尊重し又

隣接支所の意見も聞く事にしてはどうか。」と発言した。同役員会において、上記

議案に関し、「(1)同意料は２５、０００、０００円、(2)同意期間は許可されてよ

り１ヶ年間、(3)採取船７隻、(4)Ａ地先（共同漁業権内）」との条件で砂利採取に

同意することか決議された（甲２４）。 

エ 平成７年１月３０日に開催された原告の平成６年度第４回理事会において、

「Ａ港仲防波堤建設に伴う協力金の配分について」の議案に関し、Ｕ理事は、「Ａ

地区漁民の要望は『漁業不振、高齢化、税金対策等の補填をしたい。配分が可能

であれば、早急に事を進めて頂きたい』旨の申出を受けた。」と発言した。同議案

に関し、Ｖ監事は、「地先優先は、理解するが問題解決には役員一丸となり事を進

めてきた経緯を考えると関係地区１００パーセント受入は理解できない。他の地

区も配慮すべきである。」と、Ｗ理事は、「地先の権利は分かるが、受入の満額を

主張しかつ固執するようであれば、関係地区外を無視することにもなり、得策で

はない。」、Ｘ理事は、「協力金は、本来、漁協機能施設、魚礁設置等に活用すべき

性格のものと判断するが、たとえ協議の流れが配分の運びになるとしても１００

パーセント地元主張は適正ではない。」と、組合長は、「関係地区が満額受入は適

正ではないと考えます。」とそれぞれ発言した（乙１１）。 

オ(ア) 平成１３年１２月１日に開催された原告の漁業補償交渉委員会において、

「平成１４年度砂利採取に伴う漁業補償交渉の件」について、Ｙ有限会社の担
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当職員は、「前回減額をしていただき感謝しておるところですが、相変わらず販

売不振で得意先からは値下げを要請されておる状況で、減額していただきたい

が、これ以上の要望はできず現状維持でお願いしたい。」と発言したのに対し、

Ｚ委員は、「不漁で漁家経営は大変厳しく１０パーセントの増額を要求する。」

と発言した（甲２５）。 

(イ) 平成１３年１２月８日に開催された原告の平成１３年度第４回理事会に

おいて、「平成１３年度上期事業報告」の議案に関し、組合長は、「当組合は約

２５００万の事業外収益に依存しておりますが、愛媛県は環境保全面で平成１

７年度を目途に海砂利採取を全面禁止する方針を固めており、大変厳しい運営

を強いられ、役員の責務が問われることを自覚認識いただき、今日から全ての

経費抑制をはじめ事業運営の見直しを図り健全な経営体制づくりに真剣に取り

組む考えであり」と発言した。同理事会において、上記漁業補償交渉委員会と

有限会社ａ、有限会社ｂ及びＹ有限会社の３業者との交渉結果を受けて、「平成

１４年度補償金」を９６００万円とし、同意期間は許可されてから１年間、採

取船の数は３隻、採取区域は本件砂利採取区域とするいう条件で砂利採取に同

意することを決議した（乙４８）。 

(ウ) 原告は、上記決議に基づき、上記３業者それぞれに対して、平成１４年４

月１日から６か月間、本件砂利採取区域において砂利採取を行うことについて

同意する旨の同意書を作成した。上記各同意書には、補償措置として、「採取計

画認可の見通しがあり次第支払う事。」との記載がある（甲２２）。愛媛県知事

は、平成１４年３月２６日付けで、上記３業者それぞれに対し、本件砂利採取

区域において砂を採取することを許可した（甲２２）。 

(3)ア 本件漁業協力金等を支払うことを約する旨の契約ないし合意の当事者及び本

件漁業協力金等の支払を受けた当事者が、いずれも原告（原告の委任を受けたＮ

漁協協議会などの原告の所属する上位団体ないし他の漁業協同組合を含む。）であ

ることは実質的に争いがない。 

 なお、原告代表者甲は、その尋問において、旧Ｇ組合の地区内において行われ

た護岸工事に関し、同施工契約の一方当事者は任意組合としてのＧ組合であった

旨供述するが、それを裏付ける契約書等の客観的証拠は一切ないことから、信用

できないというべきである。 

イ 砂利採取業者が、原告の有するＨ共同漁業権漁場区域内にある本件砂利採取区

域において砂利採取事業を行う場合、砂利採取法１６条及び１９条を受けた愛媛

県海砂利採取認可要綱６条(3)ウ並びに愛媛県漁業調整規則４５条２項により、原

告の同意がなければ、愛媛県知事の認可ないし許可を得られず上記砂利採取事業

を行うことができない可能性が高い。したがって、砂利採取業者にとって、本件

砂利採取区域において砂利採取事業を行うためには、原告の同意を得る必要性が

高い。 

 また、建設業者にとっても、各種の工事を原告の有する共同漁業権漁場区域に

おいて施工する場合、原告自身やそこで漁業を営む組合員との間でトラブルが生

じることが当然に予想される。そして、原告の定款（乙３の４）においては、原
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告の有する共同漁業権の管理が原告の目的事業に含まれるところ（同定款２条１

３号）、共同漁業権の管理行為の中には、共同漁業権ないし原告組合員が共同漁

業権の範囲内において漁業を営むことに対する妨害があった場合に、妨害者と漁

業者の間の調整をすることも含まれることから（原告代表者甲）、原告の同意を

得ることは、将来原告との間で生じる可能性のあるトラブルを回避し、原告の組

合員との間で何らかのトラブルが生じた場合に原告を介して解決を図ることが

できるという意味で、円滑な工事の施工のために大きな意味を有するといえ、原

告の同意がなければ、実際問題として円滑な工事施工は期待しがたいというべき

である。そして、前記(2)ア(イ)及びイ記載のとおり、原告は、実際に、建設業

者に対し、原告の有する共同漁業権漁場区域内において工事を施工することにつ

いて同意を与えている。 

ウ 上記イのとおり、砂利採取業者等は原告の同意の有無について事実上強い利害

があることにかんがみれば、本件漁業協力金等は、砂利採取業者等が原告の有す

る共同漁業権漁場区域内で砂利採取等を行うことについて原告から同意を得るこ

とを目的として支払われたものであると強く推認される。一方で、上記(2)エ及び

オ記載の事実によれば、原告の組合員及び理事らは、本件漁業協力金等の使途に

ついて、砂利採取等により被る損失の補填に留まらない、漁業者に対する税金補

填等の経営支援や高齢化対策といった福祉目的又は漁協機能施設などの共同利用

施設の設置という目的に用いるべきであるとの認識を有することもまた認められ

る。そして、後記(4)で詳述するとおり、本件漁業協力金等が個々の原告組合員に

対する純然たる損失補償であるとは認めがたいことを併せ考慮すれば、本件漁業

協力金等は、砂利採取業者等が原告の有する共同漁業権漁場区域内で砂利採取等

を行うことについて原告が同意を与えることに対する対価であると認めるのが相

当である。 

エ(ア) 原告は、本件漁業協力金等は原告の同意に対する対価であるという被告の

主張に対し、原告はＡ地区以外の地区の漁業者から同意を得ておらず、また、

共同漁業権の海域における砂利採取は共同漁業権の変更に当たるところ、原告

が特別総会決議を経た事実もない以上、原告が砂利採取に同意した事実はなく、

本件砂利採取区域内においてＨ共同漁業権を行使する権利を有するＡ地区の漁

業者の同意を得て、砂利採取業者へ通知したにすぎないと主張する。しかし、

共同漁業権漁場区域における砂利採取が共同漁業権の変更に当たらないことは

明らかであり、砂利採取等に対する同意不同意は、その他の法令又は定款上の

総会決議事項にも当たらないことから、理事会で同意不同意を決定することが

でき、実際にも、上記(2)ウ及びオ(イ)のとおり、原告の理事会が砂利採取等に

同意する旨の決議を行っていることが認められる。そして、仮に、原告が砂利

採取に同意を与える際にＡ地区の漁業者の同意を得ていたとしても、原告が同

意不同意の判断の前提として同地区の組合員の賛同を得たものにすぎないと解

することも可能であるから、原告の上記主張は本件漁業協力金等の性格に関す

る前記認定を妨げるものとはいえない。 

(イ) また、原告は、原告の砂利採取業者等に対する同意は事実行為であり、法

【判示(1)】 

【判示(2)】 
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的権利性が認められない以上、当該同意に対価性を是認することはできないと

主張するところ、原告が法的権利性を問題とする趣旨は判然としないが、いわ

ゆる準委任契約など、事実行為の対価として金銭を支払う合意も存在すること

から、原告の上記主張は理由がない。 

(ウ) 原告は、本件漁業協力金等が同意に対する対価であるという被告の主張に

対し、地区によって各漁業者への配分金額が異なることを説明し得ないと主張

する。しかし、原告の理事は各地区から選出されるところ（原告代表者甲）、本

件漁業協力金等が原告に帰属する以上、原告内部での配分は、理事会における

議論ないし交渉で決定されるものであり、各地区の規模や力関係などの要因に

よって、各地区への配分額が、単なる組合員数に比例した額と異なるものとな

ることは、何ら不自然なことではない。 

(エ) さらに、原告は、本件漁業協力金等が原告の同意の対価であるとすれば、

漁業者に対する損失補償がないのであるから、砂利採取等に反対する漁業者は、

その共同漁業権を行使する権利に基づいて、砂利採取行為等に対する妨害排除

を求めることができ、さらには、許可漁業権者や自由漁業権者も損害賠償請求

をすることができることになり、当事者の主観的意思に明らかに反して不合理

であると主張する。しかし、漁業そのものは気象状況や海流などの諸般の事情

により大きく影響を受けやすいものであり、それゆえ砂利採取等により各漁業

者が被る損害は、その因果関係の点でも、額の点でも、調査、把握が極めて困

難であり、この点は原告の主張するところでもある。したがって、各漁業者が

砂利採取業者等を相手に差止請求又は損害賠償請求をすることは困難を伴うこ

とから、砂利採取業者等が、各漁業者から差止請求又は損害賠償請求をなされ

るリスクを勘案した上で、各漁業者に対する損失補償契約を締結することなく、

原告の同意を得ることで、原告による各漁業者との間の事実上の調整に期待し

たとしても何ら不合理とはいえない。むしろ、仮に砂利採取業者等が、本件漁

業協力金等について個々の組合員の損失補償金であるとの認識を有し、後日の

個々の組合員による損害賠償請求等を予防しようと考えていたとすれば、平成

１３年度郡中沖掃海訓練海面における漁業権等の行使制限による損失の補償に

関し、広島防衛施設局長が原告から各漁業者の委任状の提出を受けたように（甲

５０の２）、砂利採取業者等も、原告が組合員全員の委任を受けていることを委

任状などで確認するのが自然であるといえるが、砂利採取業者等が原告に対し

て原告が組合員全員から委任を受けていることを確認したことをうかがわせる

証拠は認められず（なお、後述するとおり、平成１０年４月１日付けの本件委

任状＜甲１２＞は、同日以降の組合員の変動を反映していないことから、個々

の組合員による損害賠償請求等の予防を意図する砂利採取業者等が、本件委任

状をもって、原告が組合員全員から委任を受けていると信じるとは認めがた

い。）、このことは、砂利採取業者等が本件漁業協力金等について個々の組合員

の損失補償金であるとは認識していなかったことを推認させる。 

 したがって、原告の上記主張は、本件漁業協力金等の性格に関する前記認定

を妨げるものとはいえない。 

【判示(3)】 

【判示(4)】 

【判示(5)】 
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(4) 原告は、本件漁業協力金等が、砂利採取等により各組合員が被る損失を填補する

補償金であると主張するので、以下検討する。 

ア 本件漁業協力金等の金額の算定方法について 

(ア) 上記(2)ア及びイ記載のとおり、本件漁業協力金等のうち、原告が、Ｎ漁

協協議会を通じて、株式会社Ｏから、愛媛県Ａ港港湾整備事業に伴う防波堤の

築堤工事に関して支払を受けた金員、及び株式会社Ｓから、Ｄ漁港地域水産物

供給基盤整備工事に関して支払を受けた金員は、工事請負金額に２パーセント

などの一定の率を乗じて金額が算定されている。また、建設業者が支払った本

件漁業協力金等のうち上記金員以外の金員については、算定方法について原告

から何らの主張もないことから、上記金員と同様の方法で額が算定されたもの

と推認される。 

(イ) 本件漁業協力金等のうち砂利採取に係る金員の額の算定方法については、

平成１９年２月１３日の第３回弁論準備手続期日における裁判所の釈明にもか

かわらず、原告からの主張は一切ないものの、上記(2)オ(ア)記載の漁業補償交

渉委員会における、Ｙ有限会社の担当者の「相変わらず販売不振で得意先から

は値下げを要請されておる状況で、減額していただきたいが、これ以上の要望

はできず現状維持でお願いしたい。」との発言や、委員の「不漁で漁家経営は大

変厳しく１０パーセントの増額を要求する。」との発言に照らせば、砂利採取に

係る本件漁業協力金等の金額は、砂利採取業者と漁業者である組合員の双方の

経営状況を考慮して、交渉により決定されていることがうかがわれる。 

(ウ) 原告の主張するとおり、本来漁業そのものは気象状況や海流などの諸般の

事情により大きく影響を受け易いものであり、それゆえ、砂利採取等により各

漁業者が被る損失は、その因果関係の点でも、額の点でも、調査、把握が困難

であるから、各漁業者に生じる具体的な損失額を個別に算出し、積算して本件

漁業協力金等を算定することは困難であると思われ、全漁業者の現在及び将来

の漁業損失を包括した総額で要求ないし交渉することも合理的方法であるとい

える。しかし、砂利採取等により各漁業者に生じる現在又は将来の損失の補償

という性格を有する以上、各漁業者ないし漁業者全体が被る損失の程度の予測、

考慮を全く行わないとすれば、当該補償金を支払う砂利採取業者等にとっても、

受領する漁業者にとっても、個々の補償金の金額の妥当性を判断する基準がな

く、そのような方法で算定した金額には納得しがたいと思われることから、各

漁業者ないし漁業者全体が被る損失の程度の予測、考慮を全く行わずに損失補

償金を算定することは考えがたいというべきである。自衛隊の訓練等に必要な

制限水域を設定することに伴う損失補償額の算定に当たって、制限水域を含む

漁場において現に操業している漁業及び制限開始前に操業していた漁業につい

て、平年及び制限時における漁業の種類、漁業の種類別又はその規模別の操業

状況、操業体の規模、漁業粗収入、漁獲数量及び魚価等を調査するとされてい

ること（自衛隊の訓練等に伴う漁業補償等に関する訓令２４条、漁業補償処理

要領２５条）も、このことを裏付けているといえる。そして、甲５０の３によ

れば、平成１３年度郡中沖掃海訓練海面における漁業権等の行使制限による損
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失補償においては、原告の作成した損失補償申請書に、漁業種類ごとに一律の

額とはいえ、各漁業者の平年時及び制限時それぞれの粗収入、経営費、所得額

等が記載されており、このことからすれば、原告にとって、各漁業者に生じる

損失の個別の算出は困難であっても、各漁業者ないし漁業者全体に生じる損失

の概括的な予測は可能であることが認められる。しかし、本件漁業協力金等の

金額の算定に当たっては、上記(ア)及び(イ)のとおり、砂利採取等により各漁

業者に生じる損失の程度はおろか、漁業者全体が被る損失の程度が考慮された

ことをうかがわせる証拠もない。むしろ、本件漁業協力金等は、上記(ア)及び

(イ)記載の算定方法にかんがみれば、砂利採取等により砂利採取業者等が得る

収益の分配という性格を有することがうかがわれ、いずれにせよ、本件漁業協

力金等が各漁業者の損失を補填する補償金であるとの原告の主張と整合しない。 

イ 本件漁業協力金等の配分方法について 

(ア) 証拠（甲２５、甲２８ないし４９の２及び原告代表者甲）及び弁論の全趣

旨によれば、以下の事実が認められる。 

 本件漁業協力金等の配分方法としては、まず、原告において、各地区に対す

る配分割合を決め、その上で、各地区において、配分委員会を設置して、各漁

業者への配分を行っており、各地区内の各漁業者への配分額は、経営者と従事

者などで区別するほかは一律である。 

 本件漁業協力金等のうち平成１５年３月期における砂利採取に係る金員の配

分方法としては、Ａ地区の漁業者全体に上記各金員の６６パーセントを、Ｇ地

区を除く他の５地区の漁業者全体に１９パーセントを、原告に１５パーセント

を配分し、Ａ地区及びＧ地区以外の５地区が配分を受けた配分金の各地区への

配分については、Ｅ地区にその４４パーセントを、Ｂ地区にその４１パーセン

トを、Ｄ地区にその１２パーセントを、Ｆ地区にその１．５パーセントを、Ｃ

地区にその１．５パーセントをそれぞれ配分し、各地区においては、それぞれ

の地区に所属する組合員から選出された地区役員が組織する配分委員会が、対

象となる漁業者の漁業操業の実態とその資格を審査し、漁業経営者、漁業従事

者、補助関係者等に区分した上で、それぞれの配分額を決定して配分している。

Ａ地区においては、４回に分けて配分を行い、各回ごとに、漁業経営者に一律

１６万円、漁業従事者に一律１万円の金員を配分した。 

 そして、漁業協力金等は、原告代表者甲を含む原告の従業員などの漁業を営

んでいない者や、甲２８ないし４９の２の各個人所得明細表において漁業収入

がないとされている多数の者に対しても配分されている。 

(イ) 原告は、砂利採取に係る本件漁業協力金等の算定方法の根拠について、本

件砂利採取区域において、Ａ地区の漁業者はＨ共同漁業、許可漁業及び自由漁

業を営んでいるのに対し、Ｇ地区を除く他の５地区の漁業者は許可漁業及び自

由漁業のみを営んでいることから、Ａ地区の漁業者全体に対する配分比率が上

記５地区の漁業者全体に対する配分比率よりも高いことは当然である、Ｇ地区

の漁業者は、本件砂利採取区域において、共同漁業、許可漁業及び自由漁業の

いずれも営む権利がないため、砂利採取によって損失が生じず、本件漁業協力
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金等の配分がない、原告に対する配分金は、原告の維持や代理に係る諸経費の

負担等のための漁業者による拠出金である、上記５地区間の配分比率について

は、本件砂利採取区域から各地区までの距離等の利便性を考慮して決定してい

ると主張する。 

 しかし、本件砂利採取区域は、Ｈ共同漁業権行使規則（甲２０の②）第２条

の表のＡ地先・Ｂ地先であり、同条によれば、本件砂利採取区域においてＨ共

同漁業を営む権利を有する者の資格は、Ａ町の地区（Ａ地区）及びＡ町の地区

（Ｂ地区）に住所を有する個人である組合員であるため、Ａ地区の漁業者だけ

がＨ共同漁業を営んでおり、共同漁業を営めないことの損失を受けるから、Ｂ

地区の漁業者よりも配分比率が高いという原告の主張と矛盾する。 

 この点、原告代表者甲は、尋問において、ｄ共同漁業権が、原告の漁業者に

とって一番大事な、歴史のある、大昔から依存している漁業権であることから、

漁業補償が絡む場合は、飽くまでｄ共同漁業権の区分けを優先し、Ａ地先につ

いてはＡ地区だけが交渉権を有すると供述する。しかし、同供述は、尋問にお

いて被告側から上記矛盾を指摘されて初めてなされたものであり、従前全く主

張されていなかったことにかんがみると、その信用性には疑念を抱かざるをえ

ないし、また、いかにｄ共同漁業権が原告組合員にとって歴史のある重要な漁

業権であったとしても、そのこととＨ共同漁業を営めないことによる損失補償

を受けられる範囲は別問題というべきであり、本件砂利採取区域でＨ共同漁業

を営む権利を有する者のうち、Ａ地区の漁業者だけが同権利に係る損失補償を

受けることができ、Ｂ地区の漁業者が損失補償を受けられない理由としては不

合理といわざるを得ない。 

(ウ) また、上記(ア)のとおり、原告は、砂利採取に係る本件漁業協力金等の配

分比率がＡ地区及びＧ地区以外の５地区の間で異なる理由として、各地区から

本件砂利採取区域までの距離が異なることを挙げている。しかし、原告は、上

記５地区の漁業者の受ける損失について、同漁業者が本件砂利採取区域におい

て許可漁業及び自由漁業を営むことができなくなることによる損失及び漁獲量

の減少によって収入が減ることによる損失であると主張しているところ、本件

砂利採取区域からの距離が遠いほど、船舶の燃料費等が増えるということはい

えるものの、それによって上記損失の額が直接の影響を受けるとはいえない。

むしろ、各地区全体の損失額は、各地区ごとの、本件砂利採取区域において許

可漁業又は自由漁業を営む組合員の数によって大きく左右されると思われるが、

配分比率の算定に当たって、本件砂利採取区域において各種の漁業を営む組合

員の数が考慮されたことをうかがわせる事情はない。したがって、上記５地区

に対する配分比率に関する原告の主張は不合理といわざるを得ない。 

 なお、原告代表者甲は、尋問において、「砂利を採取すれば、・・・濁水が発

生しまして、・・・もうそこら周辺というか、Ａ全域、濁れで、おかの根まで泥

水が打ち上げるような状況で、とてもじゃない操業もできんし、資源の壊滅を

招くぐらいの影響、被害、これがものすごいもので、漁民においても、もうや

めてくれと、砂利を止めてくれというような要請が度々あったもので、この砂
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利採取による被害は、漁業全般、漁民全員に被害を及ぼしたものと思われます。」

と供述するところ、本件漁業協力金等が、砂利採取に伴う濁水によるＡ全域へ

の被害に対する損失補償であるとすれば、本件砂利採取区域から各地区までの

距離によって配分比率に差を設けることも理解しうる。しかし、甲の上記供述

は原告の主張と矛盾するだけでなく、上記のような漁場被害があるのであれば、

Ａ地区以外の地区の地先においても共同漁業権の行使に影響が生じることは確

実であるが、本件漁業協力金等の金額の算定及び各地区への配分比率の決定に

おいて、Ｈ共同漁業以外の共同漁業を営む権利に対する損失が考慮されたこと

をうかがわせる事情はない。また、砂利採取業者との交渉においても、区域外

での採取に対する苦情は述べられているものの（甲２５）、上記漁業被害が問題

とされたことをうかがわせる事情もない。したがって、砂利採取に伴う濁水に

よってＡ全域に被害があった旨の上記供述は信用できず、結局、上記５地区に

対する配分比率に関する原告の主張は不合理といわざるを得ない。 

(エ) 前記(ア)記載のとおり、砂利採取に係る本件漁業協力金等の平成１５年３

月期におけるＡ地区内での配分は、４回に分けて行われ、各回において、漁業

経営者に一律１６万円、漁業従事者に一律１万円が配分されている。前記のと

おり、各漁業者が受ける具体的な損失額を個別に算出することは困難であるか

ら、配分額がある程度一律の取扱いとなることはやむを得ないといえるし、漁

業収入のない漁業従事者に本件漁業協力金等を配分することも、砂利採取によ

り漁労体の収益が減少することに伴い、事実上その漁労体における漁業従事者

の収入が減る可能性にかんがみれば、直ちに漁業補償金としての性格と矛盾す

るとまではいえない。 

 しかし、原告は、本件漁業協力金等の各漁業者に対する配分について、本件

漁業協力金等は、Ａ地区の漁業者にとっては、共同漁業、許可漁業及び自由漁

業を営むことができないことによる損失補償、Ｇ地区及びⒺ地区を除く５地区

の漁業者にとっては、許可漁業及び自由漁業を営むことができない損失補償で

あり、漁業を営む権利が同じであれば、損失補償額が同一となるのは当然であ

ると主張する。原告の主張は必ずしも趣旨が判然としないが、一口に許可漁業

といっても様々な種類があり、本件砂利採取区域で営める許可漁業にも、船び

き網（さより磯船）、さわら流し網、はえ縄及びたこつぼがある（乙５４）。そ

して、漁業の種類が異なれば、砂利採取によって被る影響の程度も大きく異な

るといえ、実際、平成１３年度郡中沖掃海訓練海面における漁業権等の行使制

限による損失補償においては、原告は、小型機船底曳網を行う漁業者について

は申請額を２８万０９５３円とし、吾智網を行う漁業者については申請額を７

万７０１５円として、許可漁業の種類によって申請額に差異を設けている（甲

５０の３）。これに対し、砂利採取に係る本件漁業協力金等の平成１５年３月期

におけるＡ地区内での配分は、上記のとおり、漁業経営者と漁業従事者の区別

しか考慮しておらず、また、その他の本件漁業協力金等の配分においても、漁

業の種類を考慮して各漁業者に対する配分額を決定したことをうかがわせる証

拠はなく、このことは、本件漁業協力金等の性格が損失補償金であることと整
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合しないといえる。 

 なお、ある種類の許可漁業ないし自由漁業を営む者であっても、潜在的には

他の種類の漁業を営みうるし、現在本件砂利採取区域その他の砂利採取等が行

われている区域において漁業を営んでいない者も、将来同区域で漁業を営む可

能性はあるが、原告がそのような潜在的な可能性ないし地位までも考慮して分

配額を決めたことをうかがわせる証拠はない。 

(オ) 以上のとおり、本件漁業協力金等が砂利採取等により各漁業者が受ける損

失の補償であるとした場合、本件漁業協力金等の配分方法に関する原告の主張

には不合理な点が多々生じ、本件漁業協力金等が損失補償金であることと整合

しない。 

ウ 本件委任状について 

 原告は、組合員の記名押印のある平成１０年４月１日付け本件委任状（甲１２）

に、「私は、今後における国や地方自治体並びに民間企業等による消滅・実害・

影響等に係る漁業の損失補償等に関し、Ａ漁業協同組合代表理事組合長丁を代理

人と定め、下記権限を将来にわたって委任します。記１ 各種漁業補償並びにこ

れらに準ずる補償等についての交渉及び契約の締結をする権限（中略）３ 受領

した補償金の管理並びに配分等に関する権限。」との記載があることを根拠に、

原告は、各漁業者から、各漁業者が漁業を営むことができないことによる損失の

補償に関し、その代理人として、交渉、契約の締結、補償金の受領、配分等を行

うことの委任を受けている旨主張する。 

 しかし、本件においては、そもそも本件漁業協力金等が各漁業者に対する損失

補償金であること自体が争われているところ、本件委任状に記名押印した組合員

数は５０７名である（甲１２）のに対し、平成１４年３月３１日時点での原告の

組合員数は７９８名であるから（乙１７）、本件委任状作成後に新たに原告に加

入した組合員も多数いると認められるが、原告が、総会に諮るなどの方法により、

本件漁業協力金等に係る個々の契約に先立って、新たに加入した組合員から本件

漁業協力金等に係る交渉、契約の締結、補償金の受領、配分等を行うことの委任

を受けたことをうかがわせる証拠はない。したがって、本件委任状と本件漁業協

力金等の関係は不明といわざるを得ず、本件委任状をもって、本件漁業協力金等

が損失補償金であるとか、各漁業者に帰属すると推認することはできないという

べきである。 

エ 本件漁業協力金等の名目について 

 本件漁業協力金等の中には、「迷惑料」ないし「漁業補償」、の名目で受領され

たものもあるものの（乙５及び７の１ないし７の３）、金員を受領する際の名目

は便宜的に付けられることがしばしばあり、必ずしも同金員の実際の性格と一致

するとは限らないことにかんがみれば、上記のような名目で本件漁業協力金等を

受領したからといって、本件漁業協力金等が原告が砂利採取等の施工について同

意を与えることの対価であることと整合しないとまではいえず、上記認定説示に

照らせば、上記名目の記載から本件漁業協力金等が各漁業者の受ける損失に対す

る「漁業補償」であることまで推認されるものでもない。 

【判示(6)】 

【判示(7)】 
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オ 以上のとおり、本件漁業協力金等の算定方法及び配分方法は、本件漁業協力金

等が各漁業者の受ける損失を補填する実害保障であることと整合せず、結局、本

件漁業協力金等が法的に各漁業者に当然に帰属すべき純然たる損失補償金である

ことを認めるに足りる証拠はないといわざるをえない。 

 なお、原告が砂利採取業者等から受領した漁業協力金等の一部が、各事業年度

に、組合員に配分されていることが認められるものの、砂利採取業者等としては、

組合員との間の調整、トラブル発生の未然防止さえなされればよいのであって、

そのために原告が内部で漁業協力金等をどのように配分するかについては全て

原告に委ねていたと考えるのが合理的であるし、他方、原告においても、上記の

とおり、各組合員への配分額は、各組合員に生じる損失を反映しておらず、理事

会における議論ないし交渉で決定されていること、個々の配分額について組合員

の事前了承はないこと、原告の理事及び組合員らは、漁業協力金等を、福祉や共

同利用施設の設置といった組合員全体の利益のために用いるべきであるとの認

識を有しており、現に、原告は、漁業協力金等のうち、漁業協力金等に係る交渉、

契約締結等に要した経費等に留まらない額の金員を自らに留保していることを

併せ考慮すれば、漁業協力金等の各組合員に対する配分の有無及び金額は、原告

の裁量に委ねられていて、原告の財政状態等により、場合によっては、金員の受

領後、理事会の議決により組合員には配分しないという事態もあり得ると考えら

れることから、本件通達で仮受金勘定が認められている共同漁業権等の消滅等に

対する補償金等とは異なり、原告が受領した漁業協力金等を自らに帰属させるこ

となく各組合員に配分することが当然に予定されていたとまでは認められない。

したがって、原告が本件漁業協力金等を二次的に各組合員に配分することを予定

し又は現に配分したとしても、それによって本件漁業協力金等の性格が変わるも

のではないし、本件漁業協力金等について仮受金勘定が認められるものでもない。 

(5) 本件漁業協力金等が各組合員に帰属することの根拠として原告の主張するその

他の事由について、以下検討する。 

ア 漁業補償金の配分に関する愛媛県の指導について 

 原告は、本件漁業協力金等が組合員に帰属する理由として、愛媛県が、昭和４

４年ころから、県下の漁業協同組合に対し、組合員の委任を受けて漁業補償金を

取得することを認めるとともに、これを組合員に公正に配分するように指導して

きたと主張する。 

 しかし、愛媛県の上記指導は昭和４４年ころから行われているのに対し（甲１）、

原告の主張によれば、砂利採取に伴う漁業補償問題は昭和５３年ころから発生し

たというのであるから、上記指導が砂利採取に伴う漁業補償を念頭に置いたもの

とは認めがたい。また、前記(4)で述べたとおり、本件漁業協力金等が組合員の

漁獲減少を填補するものであるとは認められないから、原告の主張は、前提を欠

き、そもそも失当である。 

イ 本件通達について 

 原告は、国税庁は、本件通達により、漁業補償金の仮受金勘定による経理を認

めてきたのであり、支払う者が国であれ私企業であれ、組合員の漁獲減少を填補

【判示(8)】 

【判示(9)】 
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する性格を有する以上、組合員への配分が予定されている部分の仮受金処理を認

めなければならない旨主張する。 

 しかし、前記(4)で述べたとおり、本件漁業協力金等が法的に各漁業者に当然

に帰属すべき純然たる損失補償金であることを認めるに足りる証拠はないし、原

告が本件漁業協力金等を自らに帰属させることなく各組合員に帰属させること

が当然に予定されていたとも認められないことから、本件漁業協力金等について

仮受金勘定を認める前提を欠き、原告の主張には理由がない。 

ウ 原告の指摘する裁判例について 

 原告は、最高裁昭和●●年(○○)第●●号同平成元年７月１３日第一小法廷判

決・民集４３巻７号８６６頁は、結論としての判断において、漁業補償金の帰属

主体が現実に漁業操業に関し損失を被る漁業協同組合の組合員たる漁業者であ

ることを認めていると主張する。 

 しかし、上記最高裁判決は、漁業協同組合がその有する漁業権を放棄した場合

に漁業権消滅の対価として支払われる漁業補償金は、漁業協同組合に帰属し、組

合員はその配分を受ける立場にあるにすぎない旨を判示したものであることは、

その判決文に照らして明らかであり、原告の主張は、独自の見解であって採用の

限りでない。 

エ 大洲税務署の原告に対する照会について 

 原告は、大洲税務署が、原告に対し、原告が砂利採取業者等から受領した漁業

補償金の個々の組合員に対する配分額を照会してきたことなどをもって、これは

同署が原告の受領した漁業補償金が各組合員の所得であると認識してきたから

にほかならないと主張する。 

 しかし、本件漁業協力金等が、直接組合員に帰属する場合も、いったん原告に

帰属した上で組合員に配分される場合も、結果的に組合員の所得を構成すること

には変わりがない以上、大洲税務署長が、組合員個人の確定申告に関する調査と

して、組合員への配分金に関する調査・指導をしたとしても、それをもって、本

件漁業協力金等が各漁業者に帰属することや仮受金勘定を認めたことにはなら

ない。したがって、原告の主張には理由がない。 

 なお、原告は、大洲税務署が、昭和５７年４月ころ、原告に対し、漁業補償金

の組合員への配分総額を確定申告書の「当期利益又は当期損失の額」欄の「加算」

欄と「減額」欄に記載するよう指導したと主張し、これをもって、大洲税務署が

本件漁業協力金等が原告の所得でないことを認めていた証左であると主張する。 

 しかし、法人税の申告書別表四「所得の金額の計算に関する明細書」の加算、

減算欄は、その法人に帰属する収入金額等や支出金額等を記載するものであるか

ら、原告の主張する指導は、本件漁業協力金等が原告に帰属することと何ら矛盾

せず、原告の主張は理由がない。 

オ 他の漁業協同組合に対する課税処分の例について 

 原告は、原告及び訴外Ｊ漁業協同組合に対する課税処分以外には、愛媛県内及

び他県において、砂利採取に伴う漁業補償金を漁業協同組合の益金とした課税処

分の例はないと主張する。 

【判示(10)】 

【判示(11)】 

【判示(12)】 
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 しかし、漁業協同組合が業者から受領した金員が漁業協同組合と組合員のいず

れに帰属するかは、当該金員の支払われた趣旨、すなわち当該金員の性格によっ

て、個別に決まるものであるから、他の漁業協同組合に対する課税処分の例によ

って、本件漁業協力金等の帰属主体が左右されるものではない。そして、前記(4)

で述べたとおり、本件漁業協力金等が組合員の漁獲減少を填補する性格を有する

とは認められないのであるから、他の漁業協同組合において組合員に配分した砂

利採取に伴う漁業補償金について課税処分された例がないとしても、租税平等原

則に違反することにはならない。また、仮に、他の税務署が、本件漁業協力金等

と同様の性格を有する金員について、漁業協同組合の益金ではないとの取扱いを

していたとしても、租税法律主義の立場からは、信義則の適用が認められる場合

でない限り、むしろ他の税務署の扱いが是正されるべきなのであって、他の税務

署の課税処分の例によって、本件漁業協力金等が原告の益金に含まれるか否かが

左右されるものではない。したがって、原告の主張は理由がない。 

(6) 以上のとおり、本件漁業協力金等は、砂利採取業者等が原告の有する共同漁業権

漁場区域内で砂利採取等を行うことについて原告が同意を与えることに対する対価

と認められるから、その全額が原告の収益と認められ、かつ、本件漁業協力金等が

「資本等取引以外のものに係る当該事業年度の収益」（法人税法２２条２項）に該当

することは明らかであるから、その全額が原告の益金となると解される。 

２ 争点２に対する判断 

(1) 原告は、前記争いのない事実等(1)記載のとおり、昭和３７年１２月１日にＡ、

Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ及びＧの各漁業協同組合の合併により新設されたところ、水産

業協同組合法７２条の規定により、合併により存続する組合又は合併により設立し

た組合は、合併によって消滅した組合の権利義務を承継するから、合併前の各旧漁

業協同組合が行ってきた事業に係る権利義務は、本来、合併によって設立された組

合である原告に包括的に帰属する。 

 これに対し、原告は、共同漁業権行使規則上、各地区の漁業者が共同漁業を営む

ことができるのは地先海域においてだけであることから、各地先海域における共同

漁業権を管理するために、各地区の漁業者で構成する任意組合（人格なき社団）が

設立され、各地区の任意組合が、合併前の各旧漁業協同組合が行っていた事業を引

き継いで、原告とは別の事業として行ってきたと主張する。 

(2)ア しかし、原告代表者甲によれば、任意組合としての設立総会は開催されておら

ず、任意組合としての事務所もないというのであり、弁論の全趣旨によれば、任

意組合としての確定申告の事実も認められない。また、任意組合と原告の支所は

それぞれどのような事務を行っていたのかという被告指定代理人の質問に対する

原告代表者甲の供述によっても、原告の支所とは別個の団体としての任意組合の

活動の内容は判然としない。さらに、上記のとおり、合併により設立等された組

合は、合併によって消滅した組合の権利義務を包括的に承継し、合併前の組合が

行っていた事業に係る権利義務関係は、合併後の組合に包括的に帰属するところ、

原告代表者甲によれば、任意組合は上記合併後に設立されたというのであるから、

任意組合が各旧漁業協同組合の事業に係る権利義務を引き継ぐためには、原告か
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らの権利義務関係の移転がなければならないが、権利義務の移転ないし留保やそ

れに伴う対抗要件の具備などがあったことを示す証拠はない。このように、任意

組合の設立があれば当然認められるはずの事実を示す証拠が本件においてはない。 

イ Ｇ地区に設立された任意組合の総会資料として原告が提出した書証（甲１３）

の表紙には、「Ａ漁協Ｇ支部（Ｇ組合）」と記載されている。また、前記１(2)イ記

載のとおり、平成１３年度Ｄ漁港地域水産物供給基盤整備工事に係る漁業補償名

目の領収証には、領収主体として「Ｄ漁業組合」と記載されているもの（乙７の

１及び２）と、「Ａ漁協Ｄ支所」と記載されているもの（乙７の３）がある。そし

て、原告の主張するとおり各旧漁業協同組合単位で設立された任意組合が存在す

るのであれば、旧漁業協同組合名義に原告の支所名を付記する必要はないはずで

あり、また、領収主体も全て旧漁業協同組合名義ないし任意組合名義で作成すれ

ば足りるはずである。むしろ、上記の総会資料及び領収証の記載に照らせば、原

告の関係者自身、各旧漁業協同組合と原告の支所との同一性ないし連続性を認識

していると認めるのが相当である。 

ウ 原告は、共同漁業権行使規則上、各地区の漁業者が共同漁業を営むことができ

るのは地先海域においてだけであることをもって、任意組合設立の必然性がある

と主張する。しかし、各地区の地先海域において共同漁業を営むことができる資

格が当該地区の漁業者に限定されていたとしても、個々の地先海域における共同

漁業の管理のために、あえて原告とは別個の団体を結成しなければならない必然

性は何らない。すなわち、原告の有する共同漁業権及び入漁権の管理は原告の本

来の事業である以上（乙３の４）、原告の下部組織として各地区において共同漁業

権の管理をすれば足りるのであるから、共同漁業を営むことができる資格が限定

されていることによっては、任意組合の存在を推認するに足らない。 

エ また、原告の指摘する、地元地区ないし関係地区に関する漁業法の規定や、漁

業権の放棄又は変更等における組合員の同意制度（漁業法３１条）及び漁業権の

管理に係る部会制度（水産業協同組合法５１条の２等）は、漁業権に関する漁業

協同組合の意思決定について、漁業権の地元地区・関係地区の組合員の意思を適

切に反映させるための規定であって（甲２３）、飽くまで漁業協同組合の内部の意

思決定手続に関する規定であるから、漁業協同組合とは別個の団体の存在を想定

したものではない。 

オ なお、本件各更正処分において原告の雑収入の計上漏れとされた金員が入金さ

れた預貯金口座の中には、「ｅ代表ｆ名義普通貯金口座」のように原告の支所以外

の名称の団体の代表者名義ないし個人名義の口座が認められる（別紙８①、②、

④ないし⑨及び⑱）。しかし、ある法人の下部組織としての支所が当該法人の事業

を行う場合に、それが適切な処理であるかは別にして、支所の独立性を増し、事

業のための資金を機動的に使用できるようにするなどの目的で、様々な名義の口

座を作り、そこに事業資金を入れておくことは十分あり得ることであるから、上

記各口座の存在によっては、原告の支所とは別個の任意組合の存在を認めること

はできないというべきである。 

(3) 以上より、結局、原告の主張する任意組合の存在を認めるに足りる証拠はなく、【判示(13)】 
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むしろ、関係各証拠によれば、以下のとおり、各旧漁業協同組合単位の各地区ごと

に経理される収入及び費用は、原告の下部組織としての支所の活動によって生じた

ものと認められる。そして、内国法人は法人格ごとに納税義務を負い（法人税法４

条）、法人税の課税対象となる所得金額は、支店・支所の活動によるものも含め、そ

の法人の活動により生じた収益及び費用を合算して算出するから、上記収入及び費

用は、原告の所得金額に加算あるいは減算されるべきものである。 

ア 入漁料（別紙３②、別紙４の別表②の１ないし４）について 

 争いのない事実及び弁論の全趣旨によれば、上記入漁料は、原告の有する共同

漁業権が及ぶ範囲内において、漁業を営む権利を有しない潜水器漁業者及びｉが

漁業を行う対価として徴収されたものであるところ、入漁の容認は、共同漁業権

の管理行為の一つであるから、原告の本来の事業に含まれる。そして、このこと

に、入漁料が、別紙４の別表②－３に記載されたものを除き、各支所の代表者名

義の口座に入金されていること（同別表②－１、２及び４参照）、潜水器漁業者

に原告Ｃ支所の地先の漁業権の範囲内で潜水器漁業を営むことを認め、潜水器漁

業者が協力金を支払うという内容の覚書（乙１０）及び潜水器漁業者から支払わ

れた入漁料の領収証（乙１２の１ないし乙１２の３）に、「Ａ漁業協同組合Ｃ支

所」という記名があることを考え併せれば、入漁料は原告の下部組織としての支

所の活動により生じた収益であると認められ、原告の益金として、その所得金額

に加算されるべきである。 

 なお、同覚書には原告代表理事組合長が立会人として記名しているところ、原

告の事業である以上、当事者として記名すれば足りるようにも思えるが、Ｃ支所

の地先であることから、同支所の意思を尊重するためにも、下部組織としてでは

あるが、Ｃ支所に同地先における漁業権の管理を任せたとしても何ら不自然では

ない。また、覚書の相手方は、原告のＡ支所に所属する潜水器漁業者であるが、

組合員であっても、自らが漁業権を有さない海域で漁業を営むために原告との間

で契約を締結することはあり得ることであり、何ら不自然なことではない。 

イ 受託販売手数料（別紙３③、別紙４の別表③－１ないし３）について 

 甲２１の９、乙１３、乙２７、原告代表者甲及び弁論の全趣旨によれば、青海

苔漁を営む原告の組合員が原告の有するｇ共同漁業権漁場区域内で採取した青

海苔が、Ｇ組合名義で株式会社ｈに受託販売され、同業者からＧ組合名義の預金

口座に青海苔の出荷に係る販売代金が入金されるとともに、その運送費用や、青

海苔漁を営む原告組合員に対する清算金が同口座から出金されていることが認

められる。 

 上記のとおり、販売される青海苔は、原告の有する共同漁業権の漁場区域にお

いて採取されたものであり、かつ、原告組合員の採取した青海苔の販売は、原告

の定款上の目的事業である「組合員の漁獲物その他の生産物の運搬、加工、保管

又は販売」（乙３の４）にほかならないことからすれば、上記の青海苔の受託販

売は、原告の事業の一部として行われたと推認される。これに対し、原告は、Ｇ

組合は独自の会計処理に従って事業を行っていると主張するが、原告がその根拠

として提出した同組合名義の平成１４年度総会資料（甲１３）の表紙には、「Ａ
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漁協Ｇ支部（Ｇ組合）」と記載されていること、記名押印している丙は原告の理

事であること（乙１４ないし１６の各確定申告書添付の「役員報酬手当等及び人

件費の内訳書」）からすれば、むしろ、原告が任意組合と主張するＧ組合なる団

体は、あくまで原告の下部組織としての支所であると認められ、他に原告とは別

個の任意組合であるＧ組合なる団体が存在することを認めるに足りる証拠はな

い。 

 したがって、上記青海苔の受託販売は原告の事業の一部として行われたと認め

られ、同受託販売に係る上記入出金の差額は、受託販売手数料として原告に帰属

し、益金として原告の所得金額に加算されるべきであると認められる。 

ウ ｉ酒肴料（別紙３⑤、別紙４の別表⑤－１及び２）について 

 乙２４の１、乙２４の２及び乙３６によれば、Ｂ支所代表ｊ別段貯金及びｅ代

表ｆ名義普通貯金には、「ｉ酒料」、「ｉ」及び「ｉより酒料」と記載された入金

が認められる。前記ア記載のとおり、ｉは原告に入漁料を支払って原告の有する

共同漁業権の漁場区域において漁業を行っていること、上記入金の原因となる具

体的取引等の存在をうかがわせる証拠がないこと、原告が自己に帰属する雑収入

であると自認するｉ酒料（別紙３⑮）と上記入金に係る金員が性格を異にするこ

とをうかがわせる証拠はないことを併せ考慮すれば、上記入金は、ｉが原告の共

同漁業権漁場区域において円滑に漁業を行うことを目的として支払われたもの

と推認され、原告に帰属するものと認められ、益金として原告の所得金額に加算

されるべきである。 

エ 駐車料及び停船料（別紙３⑥、別紙４の別表⑥）について 

 乙２５の１、乙２５の２及び弁論の全趣旨によれば、Ｂ地区漁船管理施設を利

用する者から、駐車料及び停船料が、それぞれ「駐車料」、「協力金」の名目で、

環境整備費代表ｆ名義普通預金に入金されていることが認められる。そして、乙

１８によれば、原告は、Ａ町との間のＢ地区漁船管理施設管理運営委託契約によ

り、漁船管理施設の管理運営を無償で受託しており、同契約には、施設の使用及

び管理に係る経費は原告が負担する旨定められていることが認められるところ、

同施設の使用及び管理の権限が原告に与えられており、使用及び管理によって生

じる経費を原告が負担するものであることからすると、同施設を使用させること

によって得られる駐車料及び停船料の収入も原告に帰属すると解するのが合理

的であるから、上記入金は原告に帰属するものと認められ、益金として原告の所

得金額に加算されるべきである。 

オ 測量協力金（別紙３⑦、別紙４の別表⑦）について 

 乙１９、乙２０、乙３８及び弁論の全趣旨によれば、原告は、平成１４年７月

２３日に、ｋ株式会社から測量調査協力金として３０万９０００円を、同月２５

日に、ｍ株式会社からＡ港調査協力金として２３万４０００円をそれぞれ受領し

たが、このうち一部を雑収入として計上し、それぞれの残りの２５万７５００円

及び１９万５０００円を、平成１４年９月４日、「測量調査補償金」及び「Ａ港

調査補償金」の名目でＡ支所代表甲名義別段貯金に入金していることが認められ

る。原告は、上記金員を原告自身の名義で、協力金として受領しているところ、
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その一部分のみを原告の雑収入とする合理的理由は認められず、また、雑収入と

して計上されていない上記金員が入金された口座が、原告の支所の代表者名義の

口座であることも併せ考慮すれば、原告が受領した全額が原告に帰属すると認め

るのが相当であり、上記入金は、益金として原告の所得金額に加算されるべきで

ある。 

カ Ｂ傭船料（別紙３⑧、別紙４の別表⑧）について 

 乙３６によれば、Ｂ支所代表ｊ名義別段貯金に、平成１２年１１月１日、「投

石漁船借上料４日」として１２万円、「蛸壺傭船料」として１万円の現金による

入金があったことが認められる。入金の名目及び入金のあった口座の名義に照ら

せば、上記入金は、原告に帰属するものと認めるのが相当であり、益金として原

告の所得金額に加算されるべきである。 

キ 自動販売機手数料（別紙３⑨、別紙４の別表⑨）について 

 乙２５の１によれば、環境整備費代表ｆ名義普通貯金に、平成１２年６月から

平成１３年１１月まで、ほぼ毎月「ｎ」という名目の入金があったことが認めら

れる。前記のとおり各旧漁業協同組合単位で設立された任意組合の存在を認める

に足りる証拠はないことに、弁論の全趣旨を総合すれば、上記入金は、原告のＤ

支所に設置された清涼飲料水の自動販売機の設置手数料であること、及び同自動

販売機の電気代は同支所が負担していることが認められるから、上記入金は、同

支所において生じた原告の収益として原告に帰属するものと認めるのが相当で

あり、益金として原告の所得金額に加算されるべきである。 

ク 集会所手数料（別紙３⑩、別紙４の別表⑩）について 

 乙２４の１によれば、ｅ代表ｆ名義普通貯金に、「集会所使用料」名目の入金

があることが認められる。そして、原告の主張する任意組合の存在を認めるに足

りる証拠はないことに平成１３年３月期の異議申立書（乙１の１）に添付された

別紙「異議申立理由書（平成１２年度分）」の＜加算項目＞１(2)コ記載の主張内

容及び弁論の全趣旨を総合すれば、被告の主張するとおり、上記入金は、原告の

婦人部が管理するＤ地区の集会所の使用料であると認めるのが相当である。そし

て、原告は、合併により、旧Ｄ漁業協同組合の上記集会所に対する権利も包括的

に承継していることから、結局、上記入金は、原告が権利を有する建物の使用料、

すなわち原告の収益として、原告に帰属するものと認められ、益金として原告の

所得金額に加算されるべきである。 

ケ 建物移転補償金（別紙３⑪、別紙４の別表⑪）について 

 乙１３及び乙２７によれば、四国地方整備局から、Ｇ組合代表乙名義普通預金

口座に、平成１４年１１月１２日に３８万円、同月２０日に１６万３６３５円の

入金があったことが認められる。そして、甲１４、乙１３及び弁論の全趣旨によ

れば、上記入金は、Ｇ組合名義で行われている事業に使用していた作業場敷地の

使用貸借権の消滅及び作業場等の移転に対する補償金として支払われたものと

認められるところ、前記のとおり、Ｇ組合名義で行われている事業は原告の事業

の一部であると認められること、及び原告は、合併により、旧Ｇ組合が有してい

た権利を包括的に承継したことからすれば、上記入金は、原告の事業に使用され
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ていた作業場敷地の使用貸借権の消滅及び同作業場等の移転に対する補償金と

して、原告に帰属するものと認めるのが相当であり、益金として原告の所得金額

に加算されるべきである。 

コ ｈ寸志（別紙３⑫、別紙４の別表⑫）について 

 乙１３及び乙２７によれば、Ｇ組合代表乙名義普通預金口座に、平成１２年６

月１２日及び平成１３年６月１８日に、「ｈ総会費用として」それぞれ１０万円

の入金があったことが認められる。前記のとおり、原告は事業の一環としてｈ株

式会社に対し青海苔を受託販売していると認められること、及び上記入金の原因

となる具体的取引等の事実をうかがわせる証拠はないことからすれば、上記入金

は、ｈ株式会社が、原告との間の円滑な取引を維持する目的で支払ったものと認

めるのが相当であり、原告の事業に関連して支払われたものであるから、原告に

帰属する益金として、原告の所得金額に加算されるべきである。 

サ 受取利息（別紙２④、別紙５）について 

 別紙８①ないし⑨記載の預貯金口座は、以下のとおり、いずれも原告に帰属す

るものと認められるから、これらの預貯金の利息も、原告に帰属する受取利息と

して、所得金額に加算されるべきである（なお、別紙８⑩ないし⑱の貯金口座は、

別段貯金であるため、受取利息は生じないことから、以下では検討しない）。 

 なお、原告は、別紙８①ないし⑨記載の預貯金口座に関し、各口座の個々の入

出金の事業関連性について具体的な反論反証を行うことなく、同口座はいずれも

各地区の任意組合がその自主事業による財産管理のために開設した預貯金口座

であると主張するのみであるが、原告の主張する任意組合の存在を認めるに足り

る証拠がないことは前記のとおりである。 

(ア) Ａ地区砂利採取委員会名義Ａ漁業協同組合普通貯金（別紙８①） 

 乙２１によれば、本件漁業協力金等の入金及び同金員の組合員等への配分金

の出金が認められること、その他に「会議費」、「砂利委員報酬」「魚礁作業費」

などの出金が認められるが、原告の事業に関連しない入出金があることをうか

がわせる事情はないことからすれば、原告に帰属する貯金口座と認めるのが相

当である。 

 なお、上記貯金口座を提供しているのは原告自身であるところ、同口座につ

いて発生する利息は原告が自らに支払っていることになるが、同利息に関し、

支払利息としての側面をとらえて損金として原告の所得金額から減算されてい

ること（乙１４ないし１６の各確定申告書添付の「損益計算書」及び弁論の全

趣旨）との均衡上、原告に帰属する受取利息としての側面についても把握して、

所得金額に加算するのが相当である（下記(イ)ないし(カ)及び(ク)について同

じ。）。 

(イ) Ｅ漁業生産研究会代表ｑ名義Ａ漁業協同組合普通貯金（別紙８②） 

 上記貯金に係る普通貯金元帳（乙２２の１）及び通帳（乙２２の２）のみか

らは、入出金のほとんどについて名目が明らかでないものの、「組合員負担金」

の入金があること、毎月電話代及びリース物件の支払と推測される金員が引き

落とされていることに弁論の全趣旨を総合すれば、上記口座は、原告のＥ支所
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の事業に関する入出金がなされた口座であって、原告に帰属すると認めるのが

相当である。 

(ウ) Ｆ支所代表ｒ名義Ａ漁業協同組合普通貯金（別紙８③） 

 乙２３の１、乙２３の２及び弁論の全趣旨によれば、入金のほとんどが、「磯

金」の名目であるところ、当該入金は、前記のとおり原告の収益と認められる

入漁料（別紙４別表②－１）であると認められる。そして、組合員の福利厚生

も含めた原告の事業に関連しない入出金があることをうかがわせる事情はない

ことを併せ考慮すれば、上記貯金口座は原告に帰属すると認めるのが相当であ

る。 

(エ) ｅ代表ｆ名義Ａ漁業協同組合普通貯金（別紙８④） 

 乙２４の１、乙２４の２及び弁論の全趣旨によれば、「助成金」と記載された

入金が複数あるが、これらは、下記(ケ)記載のとおり原告に帰属すると認めら

れる貯金口座（別紙８⑨）の貯金がその原資であると認められること、前記の

とおり原告の収益と認められる入漁料（別紙４別表②－３）、ｉ酒肴料（別紙４

別表⑤－２）及び集会所手数料（別紙４別表⑩）の入金が認められること（当

事者間に争いがない。）、組合員の福利厚生も含めた原告の事業に関連しない入

出金があることをうかがわせる事情はないことを併せ考慮すれば、上記貯金口

座は原告に帰属すると認めるのが相当である。 

(オ) 環境整備費代表ｆ名義Ａ漁業協同組合普通貯金（別紙８⑤） 

 乙２５の１、乙２５の２及び当事者間に争いのない事実によれば、上記貯金

への入金は、前記のとおり原告の収益と認められる駐車料及び停船料（別紙４

別表⑥）並びに自動販売機手数料（別紙４別表⑨）の入金であり、また、原告

の事業と関連しない出金があることをうかがわせる事情はないことから、上記

貯金口座は原告に帰属すると認めるのが相当である。 

(カ) 職員代表戊名義Ａ漁業協同組合普通貯金（別紙８⑥） 

 乙２６によれば、上記貯金口座への入金のほとんどは、下記のとおり原告に

帰属すると認められる市場調査報酬（別紙４別表⑬）、原告が自らの収入である

と自認するフグ水揚調査報償金（別紙４別表⑭）、ｉ酒料（別紙４別表⑮）、放

流効果調査費（別紙４別表⑯）及びホシガレイ売上（別紙４別表⑰）の入金で

あることが認められ、出金も、「香典」や「組合長見舞金」、「職員会仮払金」な

ど原告の福利厚生等の活動費用のためになされており、組合員の福利厚生も含

めた原告の事業に関連しない入出金があることをうかがわせる事情はないこと

から、上記貯金口座は原告に帰属すると認めるのが相当である。 

(キ) Ｇ組合代表乙名義Ｍ銀行長浜支店普通預金（別紙８⑦） 

 乙１３及び乙２７によれば、前記のとおり原告の収益と認められる受託販売

手数料（別紙４別表③－１ないし３）、建物移転補償金（別紙４別表⑪）及びｈ

寸志（別紙４別表⑫）の入金が認められること、原告の事業に関連しない入出

金があることをうかがわせる事情はないことから、上記預金口座は原告に帰属

すると認めるのが相当である。 

(ク) Ｇ組合代表丙名義Ａ漁業協同組合定期貯金（別紙８⑧） 
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 被告は、上記定期貯金に係る申込書（乙２８の１）記載の申込日及び金額（平

成１３年８月６日、３０万円）が、別紙８⑦記載の普通貯金からの出金（乙２

７）と一致することをもって、上記定期貯金の原資が上記普通貯金であると主

張するところ、それに対し、原告は何ら反論反証を行わないことから、弁論の

全趣旨により、被告主張のとおり、上記定期貯金の原資は上記普通貯金である

と認めるのが相当であり、かつ、上記(キ)記載のとおり、上記普通貯金は原告

に帰属すると認められるから、上記定期貯金口座は原告に帰属すると認めるの

が相当である。 

(ケ) ｆ名義郵便局通常貯金（別紙８⑨） 

 上記貯金の名義人であるｆの平成１６年３月３０日付けの申述書（乙３０）

によれば、同人は名義を貸したにすぎず、かつ、上記貯金口座に係る入出金は、

前記のとおり原告の収益と認められる本件漁業協力金等の入金及び同金員の組

合員等への配分金の出金や、支所経費の出金、漁業者への融資及びその返済で

あると認められ、原告の事業に関連しない入出金があることをうかがわせる事

情はないことから、上記貯金口座は原告に帰属すると認めるのが相当である。 

シ 丙に対する役員賞与について 

 乙１３及び乙４４によれば、平成１４年６月２８日、丙に対して、Ｇ組合名義

の事業に関する役員手当等として２６万円が支払われたことが認められる。そし

て、前記のとおり、Ｇ組合名義の事業は原告の下部組織として行われたものであ

り、原告に帰属するものであると認められることから、同事業に関して支払われ

た報酬も原告から支払われたものと認めるのが相当である。そして、丙に対する

原告理事としての報酬は、別途原告から支給されていることから（乙１６の確定

申告書添付の「役員報酬手当等及び人件費の内訳書」参照）、上記２６万円は、

原告から同人に対する賞与と認めるのが相当である。したがって、上記２６万円

は、役員賞与の計上漏れとして、原告の所得金額から減算される。 

 そして、役員賞与は、法人税法３５条１項（平成１８年３月３１日法律第１０

号による改正前のもの）の規定により、損金の額に算入できないから、同額が、

役員賞与の損金不算入額として、原告の所得金額に加算される。 

ス 雑費（別紙７）について 

 本件各更正処分において雑費の計上漏れとして原告の所得金額から減算され

た金員は、別紙８①ないし⑨の預貯金口座から出金されたものであるところ（別

紙７別表⑳－１ないし３参照。当事者間に争いがない。）、前記のとおり、同預貯

金口座は原告に帰属するものであると認められ、また、原告の主張するような任

意組合の存在を認めるに足りる証拠はない以上、上記金員は、原告の雑費と認め

るのが相当であり、原告の所得金額から減算されるべきである。 

(4) 市場調査報酬（別紙４別表⑬）について 

 原告は、上記金員は、原告の職員が個人の資格でＫから委託を受けた市場調査に

対する報酬として支払われたもので、源泉徴収も当該職員に対しなされているから、

原告の所得ではないと主張する。 

 しかし、弁論の全趣旨によれば、上記市場調査は、原告の職員が勤務時間内に原
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告の所有する資料を用いて行ったものと認められ、かかる事実によれば、上記市場

調査は、原告の職員が職務として行ったものと推認するのが相当であり、この報酬

は、上記(3)サ(カ)で認定の原告に帰属する口座に入金されていることを総合すれば、

原告の所得であると認めるのが相当である。なお、仮に職員個人に対する課税があ

ったとしても、直ちに二重課税として違法となるものではない。 

(5) 争われているその他の加減算項目について 

ア 寄附金及び給与の計上漏れ並びに寄附金の損金不算入額について 

 本件漁業協力金等は、別紙８記載の口座へ入金された後、配分金として出金さ

れている（別紙６参照）。そして、本件漁業協力金等は、前記のとおり、原告に

帰属すると認められ、原告が砂利採取業者等から受領した段階で原告に確定的に

帰属しており、組合員等に配分するか否かは原告の意思に委ねられている。また、

上記出金のうち、平成１２年ないし１５年分個人所得明細表（乙４０ないし４３）

により配分先が明らかな組合員に対する配分額は、前記のとおり、当該組合員の

漁獲高や同人が受ける損失との関連性が認められない。また、配分は、組合員で

ない原告の職員に対してもされている。したがって、原告組合員に対する配分は、

直接的な事業関連性及び対価性のない金銭の贈与と認められるから、寄附金とし

て、また、原告職員に対する配分は、雇用契約関係にある者に対する支払と認め

られるから、給与として、それぞれ原告の所得金額から減算されるべきである。 

 また、別紙２⑤記載の金額は、上記寄附金のうち、法人税法３７条及び同法施

行令７３条の規定に基づき算出される損金算入限度額を超える金額であると認

められるから、損金不算入額として原告の所得金額に加算されるべきである。 

イ 事業税の損金算入額（別紙２⑨）について 

 事業税の額は、その法人の前事業年度の所得金額に基づき算定され、法人税法

３８条ないし４１条が規定する損金不算入とされる租税公課に該当しないもの

であるから、その全額が損金に算入されるところ、以上のとおり適法と認められ

る平成１３年３月期及び平成１４年３月期の各更正処分による所得金額の増加

に伴って生じる事業税の増加額は、原告の平成１４年３月期及び平成１５年３月

期の所得金額からそれぞれ減算されるべきである。 

３ 本件各処分の適法性 

(1) 本件各更正処分の適法性 

ア 平成１３年３月期更正処分 

 前記１及び２のとおり、被告の主張する平成１３年３月期更正処分の根拠に対

する原告の主張はいずれも理由がないこと及び弁論の全趣旨を総合すると、前記

第２の２(2)イ記載のとおり、平成１３年３月期の原告の所得金額は１億３０６

４万０８０９円であり、納付すべき法人税額は２８５７万６０００円であって、

これらはいずれも平成１３年３月期更正処分における所得金額及び納付すべき

法人税額と同額であるから、平成１３年３月期更正処分は適法である。 

イ 平成１４年３月期更正処分 

 前記１及び２のとおり、被告の主張する平成１４年３月期更正処分の根拠に対

する原告の主張はいずれも理由がないこと及び弁論の全趣旨を総合すると、前記
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第２の２(3)イ記載のとおり、平成１４年３月期の原告の所得金額は１億２４１

３万３０２４円であり、納付すべき法人税額は２７２３万８９００円であって、

これらはいずれも平成１４年３月期更正処分における所得金額及び納付すべき

法人税額と同額であるから、平成１４年３月期更正処分は適法である。 

ウ 平成１５年３月期更正処分 

 前記１及び２のとおり、被告の主張する平成１５年３月期更正処分の根拠に対

する原告の主張はいずれも理由がないこと及び弁論の全趣旨を総合すると、前記

第２の２(4)イ記載のとおり、平成１５年３月期の原告の所得金額は９６７５万

１５３６円であり、納付すべき法人税額は２１１３万８４００円であって、これ

らはいずれも平成１５年３月期更正処分における所得金額及び納付すべき法人

税額と同額であるから、平成１５年３月期更正処分は適法である。 

(2) 本件各賦課決定処分の適法性 

 前記のとおり、本件各更正処分はいずれも適法であり、また、同処分により増加

した納付すべき税額の計算の基礎となった事実が、更正処分前の税額の計算の基礎

とされなかったことについて、国税通則法６５条４項に規定する正当な理由がある

とは認められないので、同条１項及び２項の規定に基づいて行われた本件各賦課決

定処分も適法である。 

４ 争点３に対する判断 

(1) 原告は、本件漁業協力金等について、２０数年余りの間、非課税の取扱いが税務

署の指導により認められてきたこと、原告はその指導を信じてそれに基づいて仮受

金の計上処理をしてきたこと、原告が上記指導を信じたことにつき何ら過失はない

ことなどを理由に、本件各処分は、明らかに信義則に違反し、かつ裁量権を濫用し

た違法な処分であると主張する。 

(2) しかし、租税法規に適合する課税処分について、法の一般原理である信義則の法

理の適用により、上記課税処分を違法なものとして取り消すことができる場合があ

るとしても、法律による行政の原理なかんずく租税法律主義の原則が貫かれるべき

租税法律関係においては、上記法理の適用については慎重でなければならず、租税

法規の適用における納税者間の平等、公平という要請を犠牲にしてもなお当該課税

処分に係る課税を免れしめて納税者の信頼を保護しなければ正義に反するといえる

ような特別の事情が存する場合に、初めて上記法理の適用の是非を考えるべきもの

である。そして、上記特別の事情が存するかどうかの判断に当たっては、少なくと

も、税務官庁が納税者に対し信頼の対象となる公的見解を表示したことにより、納

税者がその表示を信頼しその信頼に基づいて行動したところ、のちに上記表示に反

する課税処分が行われ、そのために納税者が経済的不利益を受けることになったも

のであるかどうか、また、納税者が税務官庁の上記表示を信頼しその信頼に基づい

て行動したことについて納税者の責めに帰すべき事由がないかどうかという点の考

慮は不可欠のものであるといわなければならない（最高裁昭和●●年（○○）第●

●号同昭和６２年１０月３０日第三小法廷判決・裁判集民事１５２号９３頁）。 

 そこで、本件漁業協力金等に関し、原告に対して信頼の対象となる公的見解の表

示があったといえるかを検討する。まず、前記１(5)エ記載のとおり、大洲税務署が、

【判示(14)】 

【判示(15)】 
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原告に対し、原告が砂利採取業者等から受領した金員の個々の組合員に対する配分

額について調査・指導したことをもって、大洲税務署長が当該金員が各組合員に帰

属することや仮受金勘定処理を認めた旨の公的見解を表示したとは認められない。

また、原告代表者甲によれば、原告が、税務官庁に対し、砂利採取業者等から受領

した金員の税務処理に関して、積極的に相談をしたり指導を求めた事実はない。そ

して、大洲税務署長が、過去の税務調査の際に、砂利採取業者等から受領した金員

についての原告の仮受金勘定処理を是正しなかったとしても、それだけでは、本件

漁業協力金等について原告の所得として課税の対象としない旨の大洲税務署長の黙

示の意向の表明であるとまでは認めるに足らず、その他一切の事情を考慮しても、

本件漁業協力金等に関し、原告に対して信頼の対象となる公的見解の表示があった

と認めるに足りる証拠はない。 

 したがって、本件各更正処分について信義則の適用は認められず、原告の主張は

理由がない。 

５ 争点４に対する判断 

(1) 原告は、本件裁決が、原告が審査請求において主張した、①国税庁は、漁業補償

金は組合員に帰属するとしている、②国税庁の上記見解に沿った判例が存在する、

③本件各更正処分は、大洲税務署長による従前の課税実態からすれば、禁反言の原

則に反し許されないという主張を意図的に脱漏させて判断しているから、本件裁決

には固有の瑕疵があると主張する。 

 しかし、本件裁決の裁決書（甲１４）によれば、上記①及び③の主張については、

国税不服審判長は、原告の主張の要旨を的確に取り上げ、十分な理由と共にそれに

対する判断を下していると認められる。また、上記②の主張については、確かに裁

決書において取り上げられてはいないが、前記１(5)ウ記載のとおり、前記最高裁判

決に関する原告の見解は独自のものであって採用の限りでないことから、あえて明

示的には取り上げなかったとしても、裁量の範囲内であって、違法とまでは認めら

れない。 

(2) 原告は、本件裁決には、本件各更正処分によって認定された課税標準又は税額が

客観的な課税標準又は税額を超えているにもかかわらず、これを超えていないと判

断した実体的違法があると主張するが、これは原処分である本件各更正処分の違法

をいうにとどまり、何ら裁決固有の瑕疵を主張するものではない。 

(3) したがって、原告の主張はいずれも理由がなく、その他記録を精査しても、本件

裁決に固有の瑕疵があることを認めるに足りる証拠はなく、本件裁決は適法である。 

第４ 結論 

 以上のとおりであるから、原告の請求についてはいずれも理由がないから棄却するこ

ととし、訴訟費用の負担について行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して主

文のとおり判決する。 

 

松山地方裁判所民事第１部 

裁判長裁判官 山本 剛史 

   裁判官 武田 義德 

【判示(16)】 
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   裁判官 松原 経正 
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別紙１ 

課税処分等の経過表 

区分 年月日 所得金額 
納付すべき法人税

額 

過少申告加算税の

額 

確定申告 平成13年6月26日 7,945,548円 1,583,100円 －   円

更正処分 平成16年6月25日 130,640,809円 28,576,000円 3,961,000円

異議申立 平成16年8月23日

 更正処分のうち、雑収入の計上もれ122,298,268円、受

取利息の計上もれ15,514円並びに寄附金の損金不算入額

118,146,073円の取消し及び過少申告加算税の賦課決定処

分の取消し 

異議決定 平成16年11月18日 棄却 

審査請求 平成16年12月10日

 更正処分のうち、雑収入の計上もれ122,298,268円、受

取利息の計上もれ15,514円並びに寄附金の損金不算入額

118,146,073円の取消し及びこれに伴う過少申告加算税の

賦課決定処分の取消し 

平成13

年3月期 

裁決 平成17年6月30日 棄却 

確定申告 平成14年6月25日 20,656,457円 4,474,000円 －   円

更正処分 平成16年6月25日 124,133,024円 27,238,900円 3,187,000円

異議申立 平成16年8月23日

 更正処分のうち、雑収入の計上もれ117,013,486円、受

取利息の計上もれ6,836円並びに寄附金の損金不算入額

93,452,299円の取消し及び過少申告加算税の賦課決定処

分の取消し 

異議決定 平成16年11月18日 棄却 

審査請求 平成16年12月10日

 更正処分のうち、雑収入の計上もれ117,013,486円、受

取利息の計上もれ6,836円並びに寄附金の損金不算入額

93,452,299円の取消し及びこれに伴う過少申告加算税の

賦課決定処分の取消し 

平成14

年3月期 

裁決 平成17年6月30日 棄却 

確定申告 平成15年6月27日 15,407,180円 3,242,700円 －   円

更正処分 平成16年6月25日 96,751,536円 21,138,400円 2,514,000円

異議申立 平成16年8月23日

 更正処分のうち、雑収入の計上もれ95,385,356円、受取

利 息 の 計 上 も れ 2,107 円 、 寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額

87,301,771円並びに役員賞与の損金不算入額260,000円の

取消し及び過少申告加算税の賦課決定処分の取消し 

異議決定 平成16年11月18日 棄却 

審査請求 平成16年12月10日

 更正処分のうち、雑収入の計上もれ95,385,356円、受取

利 息 の 計 上 も れ 2,107 円 、 寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額

87,301,771円並びに役員賞与の損金不算入額260,000円の

取消し及びこれに伴う過少申告加算税の賦課決定処分の

取消し 

平成15

年3月期 

裁決 平成17年6月30日 棄却 



52 

別紙２ 

所得金額等の内訳 

（単位：円） 

区分  平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 

申告所得金額 ① 7,945,548 20,656,457 15,407,180

雑 収 入 計 上 漏 れ 

(内訳は別紙3のとおり) 
② 123,151,118 117,093,486 96,515,356

指導事業支出過大計上 ③ 499,580 499,580 －

受 取 利 息 の 計 上 漏 れ 

(内訳は別紙5のとおり) 
④ 15,514 6,836 2,107

寄附金の損金不算入額 ⑤ 118,146,073 93,452,299 87,301,771

役員賞与の損金不算入額 ⑥ － － 260,000

貸倒引当金の繰入限度超

過額の損金算入過大額 
⑦ － 8,572 8,573

欠 損 金 の 過 大 控 除 額 ⑧ 1,379,832 － －

事業税の損金不算入額 ⑨ － 933,000 －

加算額 

加 算 額 の 合 計 額 ⑩ 243,192,117 211,993,773 184,087,807

寄附金及び給与の計上漏

れ 

(内訳は別紙6のとおり) 

⑪ 119,720,000 95,151,400 88,783,600

役 員 賞 与 の 計 上 漏 れ ⑫ － － 260,000

雑 費 の 計 上 漏 れ 

(内訳は別紙7のとおり) 
⑬ 768,284 1,568,733 2,542,579

貸倒引当金の繰入限度超

過 額 の 過 大 額 
⑭ 8,572 8,573 8,572

利 子 税 の 加 算 誤 り ⑮ － 11,000 －

事 業 税 の 損 金 算 入 額 ⑯ － 11,777,500 11,148,700

減算額 

減 算 額 の 合 計 額 ⑰ 120,496,856 108,517,206 102,743,451

所 得 金 額 （ ① ＋ ⑩ － ⑰ ） ⑱ 130,640,809 124,133,024 96,751,536

所 得 金 額 に 対 す る 法 人 税 額  28,740,800 27,309,260 21,285,220

控 除 所 得 税 額 等  164,800 70,300 146,779

納 付 す べ き 法 人 税 額  28,576,000 27,238,900 21,138,400
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別紙３ 

雑収入の内訳 

（単位：円） 

区分 地区等 平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 

本件漁業協力金等 ①  117,514,400 113,248,800 91,489,165

Ｆ 330,000 330,000 275,000

Ｃ 1,486,550 950,950 1,209,000

Ｄ 384,978 228,787 500,327

ｉ 213,750 215,360 826,800

入 漁 料 ② 

小 計 2,415,278 1,725,097 2,811,127

受 託 販 売 手 数 料 ③ Ｇ 1,636,605 1,559,789 812,929

傭 船 料 ④  739,000 － － 

Ｂ － － 20,000
ｉ 酒 肴 料 ⑤ 

Ｄ 20,000 20,000 20,000

駐車料及び停船料 ⑥ Ｄ 232,700 74,000 140,000

測 量 協 力 金 ⑦ Ａ － － 452,500

Ｂ 傭 船 料 ⑧ Ｂ 130,000 － － 

自動販売機手数料 ⑨ Ｄ 110,000 80,000 － 

集 会 所 手 数 料 ⑩ Ｄ 14,000 44,000 － 

建 物 移 転 補 償 金 ⑪ Ｇ － － 543,635

ｈ 寸 志 ⑫ Ｇ 100,000 100,000 － 

市 場 調 査 報 酬 ⑬  125,285 161,800 96,000

フグ水揚調査報償

金 
⑭  60,000 60,000 60,000

ｉ 酒 料 ⑮  20,000 20,000 20,000

放 流 効 果 調 査 費 ⑯  25,000 － 50,000

ホ シ ガ レ イ 売 上 ⑰  8,850 － － 

合計  123,151,118 117,093,486 96,515,356

※各雑収入の詳細は別紙４の各別表のとおり 
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別紙４ 

本件漁業協力金等（別紙３の①）の詳細 

別表①－１（平成13年3月期） 

入金年月日 支払者 金額① 
既に雑収入等
に計上した額

② 

差引計上漏れ
額（①－②）

平成12年4月6日  1,340,000円 134,000円 1,206,000円
平成12年4月18日  1,410,000円 0円 1,410,000円
平成12年4月24日  3,053,697円
平成12年4月25日  3,681,788円
平成12年4月25日  3,264,515円

1,500,000円 8,500,000円

平成12年5月22日  3,053,697円
平成12年5月25日  3,681,788円
平成12年5月25日  3,264,515円

1,500,000円 8,500,000円

平成12年6月21日  2,658,800円 276,800円 2,382,000円
平成12年6月21日  3,053,697円
平成12年6月23日  3,264,515円
平成12年6月26日  3,681,788円

1,500,000円 8,500,000円

平成12年7月14日  1,516,000円 0円 1,516,000円
平成12年7月21日  3,053,697円
平成12年7月25日  3,681,788円
平成12年7月25日  3,264,515円

1,500,000円 8,500,000円

平成12年7月26日  1,530,000円 0円 1,530,000円
平成12年8月1日  1,441,440円 131,040円 1,310,400円
平成12年8月23日  3,053,697円
平成12年8月24日  3,264,515円
平成12年8月25日  3,681,788円

1,500,000円 8,500,000円

平成12年9月11日  1,722,600円
平成12年9月14日  1,017,900円

391,500円 2,349,000円

平成12年9月25日  3,062,243円
平成12年9月25日  3,686,752円
平成12年9月25日  3,251,005円

1,500,000円 8,500,000円

平成12年10月23日  3,062,243円
平成12年10月25日  3,686,752円
平成12年10月25日  3,251,005円

1,500,000円 8,500,000円

平成12年11月22日  3,062,243円
平成12年11月24日  3,251,005円
平成12年11月24日  3,686,752円

1,500,000円 8,500,000円

平成12年12月6日  1,500,000円 0円 1,500,000円
平成12年12月22日  3,251,005円
平成12年12月22日  3,062,243円
平成13年1月9日  3,686,752円

1,500,000円 8,500,000円

平成13年1月23日  3,062,243円
平成13年1月25日  3,686,752円
平成13年1月25日  3,251,005円

1,500,000円 8,500,000円

平成13年1月25日  12,421,600円 10,360,600円 2,061,000円
平成13年2月22日  3,062,243円
平成13年2月23日  3,251,005円
平成13年2月23日  3,686,752円

1,500,000円 8,500,000円

平成13年3月7日  250,000円 0円 250,000円
平成13年3月21日  3,058,027円
平成13年3月23日  3,668,657円
平成13年3月23日  3,273,316円

1,500,000円 8,500,000円

合計 146,808,340円 29,293,940円 117,514,400円



55 

別表①－２（平成14年3月期） 

入金年月日 支払者 金額① 
既に雑収入等
に計上した額

② 

差引計上漏れ
額（①－②）

平成13年4月23日  3,058,027円
平成13年4月25日  3,668,657円
平成13年4月25日  3,273,316円

1,500,000円 8,500,000円

平成13年5月9日  5,490,000円 915,000円 4,575,000円
平成13年5月22日  3,058,027円
平成13年5月25日  3,668,657円
平成13年5月25日  3,273,316円

1,500,000円 8,500,000円

平成13年6月11日  1,110,000円 0円 1,110,000円
平成13年6月13日  657,000円 65,700円 591,300円
平成13年6月22日  2,439,736円
平成13年6月25日  2,947,638円
平成13年6月25日  2,612,626円

1,200,000円 6,800,000円

平成13年7月5日  1,925,000円 550,000円 1,375,000円
平成13年7月6日  4,217,500円 602,500円 3,615,000円
平成13年7月23日  2,439,736円
平成13年7月25日  2,947,638円
平成13年7月25日  2,612,626円

1,200,000円 6,800,000円

平成13年8月2日  4,920,000円 820,000円 4,100,000円
平成13年8月3日  750,000円 0円 750,000円
平成13年8月22日  2,439,736円
平成13年8月24日  2,947,638円
平成13年8月24日  2,612,626円

1,200,000円 6,800,000円

平成13年9月21日  2,443,390円
平成13年9月25日  2,711,572円
平成13年9月25日  2,845,038円

1,200,000円 6,800,000円

平成13年10月18日  1,568,000円 0円 1,568,000円
平成13年10月24日  1,675,000円 0円 1,675,000円
平成13年10月23日  2,443,390円
平成13年10月25日  2,711,572円
平成13年10月25日  2,845,038円

1,200,000円 6,800,000円

平成13年11月20日  2,443,390円
平成13年11月22日  2,711,572円
平成13年11月22日  2,845,038円

1,200,000円 6,800,000円

平成13年11月26日  555,000円 55,500円 499,500円
平成13年12月8日  1,200,000円 0円 1,200,000円
平成13年12月19日  1,500,000円 75,000,円 1,425,000円
平成13年12月20日  1,000,000円 50,000円 950,000円
平成13年12月25日  2,711,572円
平成13年12月25日  2,443,390円
平成13年12月25日  2,845,038円

1,200,000円 6,800,000円

平成14年1月23日  2,443,390円
平成14年1月25日  2,711,572円
平成14年1月25日  2,845,038円

1,200,000円 6,800,000円

平成14年2月19日  11,560,000円 7,960,000円 3,600,000円
平成14年2月22日  2,443,390円
平成14年2月25日  2,711,572円
平成14年2月25日  2,845,038円

1,200,000円 6,800,000円

平成14年3月25日  1,215,000円 0円 1,215,000円
平成14年3月25日  2,695,133円
平成14年3月25日  2,610,537円
平成14年3月25日  2,694,330円

1,200,000円 6,800,000円

合計 139,342,500円 26,093,700円 113,248,800円
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別表①－３（平成15年3月期） 

入金年月日 支払者 金額① 

既に雑収入等

に計上した額

② 

差引計上漏れ

額（①－②）

平成14年4月10日  690,000円 0円 690,000円

平成14年4月23日  2,694,330円

平成14年4月24日  2,610,537円

平成14年4月25日  2,695,133円

1,200,000円 6,800,000円

平成14年5月22日  2,694,330円

平成14年5月24日  2,610,537円

平成14年5月24日  2,695,133円

1,200,000円 6,800,000円

平成14年5月27日  860,000円 0円 860,000円

平成14年5月28日  875,000円 0円 875,000円

平成14年6月24日  2,694,330円

平成14年6月24日  2,610,537円

平成14年6月25日  2,695,133円

1,200,000円 6,800,000円

平成14年7月1日  1,000,000円 0円 1,000,000円

平成14年7月23日  2,694,330円

平成14年7月25日  2,695,133円

平成14年7月25日  2,610,537円

1,200,000円 6,800,000円

平成14年8月22日  2,694,330円

平成14年8月23日  2,610,537円

平成14年8月23日  2,695,133円

1,200,000円 6,800,000円

平成14年8月30日  1,557,500円 222,500円 1,335,000円

平成14年9月11日  1,365,000円 0円 1,365,000円

平成14年9月24日  2,435,824円

平成14年9月25日  2,613,858円
1,200,000円 6,800,000円

平成14年9月25日  2,950,318円  

平成14年10月3日  1,875,000円 312,500円 1,562,500円

平成14年10月3日  1,375,000円 0円 1,375,000円

平成14年10月7日  2,160,000円 0円 2,160,000円

平成14年10月23日  2,435,824円

平成14年10月25日  2,613,858円

平成14年10月25日  2,950,318円

1,200,000円 6,800,000円

平成14年11月5日  740,000円 540,000円 200,000円

平成14年11月22日  2,435,824円

平成14年11月25日  2,613,858円

平成14年11月25日  2,950,318円

1,200,000円 6,800,000円

平成14年12月6日  1,000,000円 0円 1,000,000円

平成14年12月24日  2,435,824円

平成14年12月25日  2,613,858円

平成14年12月25日  2,950,318円

1,200,000円 6,800,000円

平成15年1月23日  2,435,824円

平成15年1月23日  2,613,858円

平成15年1月24日  2,950,318円

1,200,000円 6,800,000円

平成15年2月24日  2,435,824円

平成15年2月25日  2,613,858円

平成15年2月25日  2,950,318円

1,200,000円 6,800,000円

平成15年3月24日  2,532,271円

平成15年3月25日  2,801,064円
1,066,670円 4,266,665円

合計 106,830,835円 15,341,670円 91,489,165円
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入漁料（別紙３の②）の詳細 

 

別表②－１（Ｆ支所） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成12年4月22日 75,000円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成1 2年 9月 7日 65,000円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成12年10月21日 65,000円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成12年11月8日 75,000円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 3月 2日 50,000円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
330,000円 

 

 

平成13年4月19日 50,000円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 6月 5日 150,000円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成13年9月11日 65,000円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成13年10月18日 65,000円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成14年3月期合

計 
330,000円 

 

 

平成14年4月18日 150,000円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成14年11月5日 125,000円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成15年3月期合

計 
275,000円 

 

 

 

別表②－２（Ｃ支所） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 2年 6月 9日 285,950円 Ｃ支所 代表ｔ  Ａ漁業協同組合 

平成12年7月12日 300,000円   Ｃ支所現金保管分 

平成12年12月6日 600,600円 Ｃ支所 代表ｔ  Ａ漁業協同組合 

平成12年12月25日 300,000円 Ｃ支所 代表ｔ  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
1,486,550円 

 

 

平成13年8月17日 238,070円 Ｃ支所 代表ｔ  Ａ漁業協同組合 

平成13年12月17日 475,380円 Ｃ支所 代表ｔ  Ａ漁業協同組合 

平成14年3月11日 237,500円 Ｃ支所 代表ｔ  Ａ漁業協同組合 

平成14年3月期合

計 
950,950円 

 

 

平成1 4年 7月 5日 500,500円   Ｃ支所現金保管分 

平成14年9月27日 300,000円 Ｃ支所 代表ｔ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月9日 190,000円 Ｃ支所 代表ｔ  Ａ漁業協同組合 

平成15年3月31日 218,500円 Ｃ支所 代表ｔ  Ａ漁業協同組合 

平成15年3月期合

計 
1,209,000円 
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別表②－３（Ｄ支所） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成13年3月30日 384,978円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
384,978円 

 

 

平成1 4年 2月 5日 228,787円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年3月期合

計 
228,787円 

 

 

平成14年12月11日 43,635円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月11日 221,873円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月16日 106,155円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月19日 2,417円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月26日 1,505円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月26日 77,493円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月27日 20,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月30日 2,570円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成15年3月31日 24,679円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成15年3月期合

計 
500,327円 

 

 

 

別表②－４（ｉから） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 3年 1月 9日 27,000円 Ｅ支所 代表ｕ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 1月 9日 57,000円 Ｂ支所 代表ｊ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 1月 9日 71,250円 Ｄ支所 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 1月 9日 15,750円 Ａ支所 代表ｙ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 1月 9日 42,750円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
213,750円 

 

 

平成14年1月15日 32,560円 Ｅ支所 代表ｕ  Ａ漁業協同組合 

平成14年1月15日 20,000円 Ｂ支所 代表ｊ  Ａ漁業協同組合 

平成14年1月15日 32,560円 Ｂ支所 代表ｊ  Ａ漁業協同組合 

平成14年1月15日 32,560円 Ｄ支所 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年1月15日 32,560円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成14年1月15日 32,560円 Ｃ支所 代表ｔ  Ａ漁業協同組合 

平成14年1月15日 32,560円 Ａ支所 代表ｙ  Ａ漁業協同組合 

平成14年3月期合

計 
215,360円 

 

 

平成1 5年 2月 3日 137,800円 Ｂ支所 代表ｊ  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 2月 3日 137,800円 Ｅ支所 代表ｕ  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 2月 3日 137,800円 Ｄ支所 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 2月 3日 137,800円 Ｃ支所 代表ｔ  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 2月 3日 137,800円 Ａ支所 代表ｙ  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 2月 3日 137,800円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成15年3月期合

計 
826,800円 
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受託販売手数料（別紙３の③）の詳細 

 

別表③－１（平成13年3月期） 

入出金年月日 仮受金額① 出金額② 

差引計上漏れ

額 

（①－②） 

備考 

 3,055,210円 ｈからの仮受金 

平成12年5月9日 204,750円 ｈからの仮受金 

平成12年7月14日  1,202,540円 組合員精算 

平成12年7月28日  420,815円 受託販売手数料計上済額 

合計 3,259,960円 1,623,355円 1,636,605円  

 

別表③－２（平成14年3月期） 

入出金年月日 仮受金額① 出金額② 

差引計上漏れ

額 

（①－②） 

備考 

平成13年2月23日 4,000,000円 ｈからの仮受金 

平成13年3月1日  46,200円 運賃支払 

平成13年3月12日 4,000,000円 ｈからの仮受金 

平成13年3月12日 3,000,000円 ｈからの仮受金 

平成13年3月13日  8,166,560円 組合員精算 

平成13年3月26日  104,886円 運賃支払 

平成13年3月30日 3,500,000円 ｈからの仮受金 

平成13年4月11日 1,400,000円 ｈからの仮受金 

平成13年4月13日  3,982,600円 組合員精算 

平成13年4月26日  72,975円 運賃支払 

平成13年6月15日  327,400円 ｈへの精算返金 

平成13年7月3日  1,214,590円 組合員精算 

平成13年7月31日  425,000円 受託販売手数料計上済額 

合計 
15,900,000

円 

14,340,211

円
1,559,789円  

 

別表③－３（平成15年3月期） 

入出金年月日 仮受金額① 出金額② 

差引計上漏れ

額 

（①－②） 

備考 

平成14年3月1日 3,000,000円 ｈからの仮受金 

平成14年3月1日 2,000,000円 ｈからの仮受金 

平成14年3月12日 2,000,000円 ｈからの仮受金 

平成14年3月18日  5,400,720円 組合員精算 

平成14年3月25日  100,041円 運賃支払 

平成14年3月28日 1,000,000円 ｈからの仮受金 

平成14年4月16日  750,240円 組合員精算 

平成14年4月26日  16,065円 運賃支払 

平成14年6月6日  614,840円 組合員精算 

平成14年6月14日  90,025円 ｈへの精算返金 

平成14年7月31日  215,140円 受託販売手数料計上済額 

合計 8,000,000円 7,187,071円 812,929円  
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傭船料（別紙３の④）の詳細 

 

別表④（平成13年3月期のみ） 

入金年月日 金額 相手先 経理年月日 
左のうち債権回収 

として経理した金

額 
債務者氏名

平成12年7月24日 55,000円 

平成12年8月3日 1,125,000円 
Ⓐ株式会社 

平成12年12月27

日 
300,000円 Ⓒ 

平成13年3月19日 335,000円 株式会社Ｏ 平成13年3月22日 265,000円 Ⓒ 

平成12年12月27

日 
300,000円 

平成13年2月28日 120,000円 

Ⓑ株式会社 平成13年3月30日 174,000円 Ⓒ 

雑収入計上漏れとなる金額合計 739,000円  

 

ｉ酒肴料（別紙３の⑤）の詳細 

別表⑤－１（Ｂ支所） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 5年 1月 8日 20,000円 Ｂ支所 代表ｊ  Ａ漁業協同組合 

平 成 1 5 年 3 月 期 20,000円 
 

 

 

別表⑤－２（Ｄ支所） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 3年 1月 6日 20,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平 成 1 3 年 3 月 期 20,000円 
 

 

平成14年1月10日 20,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平 成 1 4 年 3 月 期 20,000円 
 

 

平成1 5年 1月 9日 20,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平 成 1 5 年 3 月 期 20,000円 
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駐車料及び停船料（別紙３の⑥）の詳細 

 

別表⑥ 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 区分 

平成12年5月17日 6,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 駐車料

平成12年5月31日 3,300円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 駐車料

平成12年6月6日 98,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成12年6月10日 900円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 駐車料

平成12年6月20日 600円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 駐車料

平成12年7月18日 1,200円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 駐車料

平成12年7月31日 300円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 駐車料

平成12年8月10日 900円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 駐車料

平成12年8月10日 25,200円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 駐車料

平成12年8月31日 300円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 駐車料

平成13年2月15日 2,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年3月1日 30,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 駐車料

平成13年3月5日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年3月17日 2,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年3月22日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年3月23日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年3月23日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年3月26日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年3月27日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年3月27日 2,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年3月期合

計 
232,700円 

 

 

平成13年4月2日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年4月3日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年4月16日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年6月15日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年8月7日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成13年9月20日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年3月11日 2,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年3月26日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年3月26日 2,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年3月期合

計 
74,000円 

 

 

平成14年4月1日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年4月3日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年4月4日 20,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年4月10日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年4月11日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年4月12日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年4月22日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年4月26日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年5月27日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成14年5月29日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成15年3月25日 20,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成15年3月31日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 停船料

平成15年3月期合

計 
140,000円 
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測量協力金（別紙３の⑦）の詳細 

別表⑦（平成15年3月期のみ） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 4年 9月 4日 195,000円 Ａ支所 代表甲  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 9月 4日 257,500円 Ａ支所 代表甲  Ａ漁業協同組合 

平成15年3月期合

計 
452,500円 

 

 

 

Ｂ傭船料（別紙３の⑧）の詳細 

別表⑧（平成13年3月期のみ） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成12年11月1日 120,000円 Ｂ支所 代表ｊ  Ａ漁業協同組合 

平成12年11月1日 10,000円 Ｂ支所 代表ｊ  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
130,000円 

 

 

 

自動販売機手数料（別紙３の⑨）の詳細 

別表⑨ 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成12年6月26日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年7月28日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年7月28日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年9月28日 20,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年10月26日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 2月 1日 30,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年2月27日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月28日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
110,000円 

 

 

平成13年5月31日 20,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年6月28日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年7月30日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年8月30日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年9月25日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年10月30日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年11月28日 10,000円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年3月期合

計 
80,000円 
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集会所手数料（別紙３の⑩）の詳細 

別表⑩ 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 3年 1月 5日 14,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
14,000円 

 

 

平成13年7月16日 7,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年7月24日 14,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年11月19日 16,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年2月25日 7,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年3月期合

計 
44,000円 

 

 

 

建物移転補償金（別紙３の⑪）の詳細 

別表⑪（平成１５年３月期のみ） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成14年11月12日 380,000円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成14年11月20日 163,635円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成15年3月期合

計 
543,635円 

 

 

 

ｈ寸志（別紙３の⑫）の詳細 

別表⑫ 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成12年6月12日 100,000円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成13年3月期合

計 
100,000円 

 

 

平成13年6月18日 100,000円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成14年3月期合

計 
100,000円 
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市場調査報酬（別紙３の⑬）の詳細 

別表⑬ 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 2年 4月 3日 13,680円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成1 2年 4月 3日 28,380円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成12年4月11日 14,600円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成12年4月27日 25,845円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成12年4月27日 42,780円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
125,285円 

 

 

平成13年4月27日 37,150円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年4月27日 22,750円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 5月 8日 22,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 5月 8日 750円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 5月 9日 7,500円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年5月11日 29,650円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年5月22日 27,400円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年5月22日 14,600円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成14年3月期合

計 
161,800円 

 

 

平成14年4月23日 18,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成14年4月26日 18,500円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成14年5月10日 20,500円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成14年5月17日 20,500円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成14年7月25日 18,500円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成15年3月期合

計 
96,000円 

 

 

 

フグ水揚調査報償金（別紙３の⑭）の詳細 

別表⑭ 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成12年4月14日 60,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
60,000円 

 

 

平成1 3年 5月 8日 60,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成14年3月期合

計 
60,000円 

 

 

平成14年4月12日 60,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成15年3月期合

計 
60,000円 
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ｉ酒料（別紙３の⑮）の詳細 

別表⑮ 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 3年 1月 9日 20,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
20,000円 

 

 

平成1 4年 1月 8日 20,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成14年3月期合

計 
20,000円 

 

 

平成1 5年 1月 8日 20,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成15年3月期合

計 
20,000円 

 

 

 

放流効果調査費（別紙３の⑯）の詳細 

別表⑯ 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 3年 2月 2日 25,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
25,000円 

 

 

平成1 4年 4月 2日 25,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 2月 4日 25,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成15年3月期合

計 
50,000円 

 

 

 

ホシガレイ売上（別紙３の⑰）の詳細 

別表⑰（平成13年3月期のみ） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成13年2月16日 8,850円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
8,850円 
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別紙５ 

受取利息の計上漏れ（別紙２の④）の詳細 

別表⑱－１ 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 2年 4月 1日 3,059円 ｆ  郵便局 

平成1 2年 8月 1日 14円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成12年8月21日 2,498円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

平成12年8月21日 13円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年8月21日 59円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成12年8月21日 28円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年8月21日 157円 Ｅ漁業生産研究会代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成12年9月10日 905円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成13年2月19日 5,275円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

平成13年2月19日 102円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年2月28日 308円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 3月 1日 1,555円 Ｅ漁業生産研究会代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月11日 1,377円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成13年8月30日 117円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月30日 47円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年3月期合

計 
15,514円  

 

別表⑱－２ 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 3年 4月 1日 2,349円 ｆ  郵便局 

平成13年8月20日 1,791円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

平成13年8月20日 53円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年8月21日 373円 Ｅ漁業生産研究会代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成13年8月31日 64円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 9月 6日 30円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 9月 6日 25円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 9月 9日 671円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成14年2月18日 897円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

平成14年2月18日 28円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成14年2月21日 176円 Ｅ漁業生産研究会代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成14年2月25日 17円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年2月26日 5円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年2月28日 29円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成14年3月10日 328円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成14年3月期合

計 

6,836円 
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別表⑱－３ 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 4年 4月 1日 314円 ｆ  郵便局 

平成14年8月19日 76円 Ｅ漁業生産研究会代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成14年8月19日 253円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

平成14年8月19日 13円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年8 A 1 9日 10円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成14年8月19日 9円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成14年8月19日 5円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年8月28日 1,081円 Ｇ組合 代表丙  Ａ漁業協同組合 

平成14年9月15日 107円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成15年2月17日 37円 Ｅ漁業生産研究会代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成15年2月17日 131円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

平成15年2月17日 7円 環境整備費 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成15年2月17日 5円 Ｆ支所 代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成15年2月17日 3円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成15年2月17日 2円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 3月 9日 54円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成15年3月期合

計 
2,107円  

 



68 

別紙６ 

寄附金及び給与の計上漏れ額（別紙２の⑪）の詳細 

別表⑲－１（平成13年3月期） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 
左のうち分配した

と認められる額 

平成12年6月9日 18,370,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 18,370,000円

平成12年9月8日 18,010,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 18,010,000円

平成12年9月11日 3,600,000円 Ｆ支所代表ｒ  Ａ漁業協同組合 2,500,000円

平成12年12月1日 2,410,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 2,410,000円

平成12年12月2日 16,130,000円 Ｅ漁業生産研究会代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 16,130,000円

平成12年12月8日 17,990,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 17,990,000円

平成12年12月8日 3,270,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 3,270,000円

平成12年12月4日 3,500,000円 ｆ  郵便局 

平成12年12月12日 400,000円 ｆ  郵便局 

平成13年1月9日 3,865,250円 Ｄ支所代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年1月30日 2,000,000円 松捕藤清  郵便局 

9,710,000円

平成13年1月9日 1,300,000円 Ｃ支所代表ｔ  Ａ漁業協同組合 1,300,000円

平成13年1月9日 12,002,111円 Ｂ支所代表ｊ  Ａ漁業協同組合 11,730,000円

平成13年3月12日 18,000,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 18,000,000円

平成12年7月12日から 

平成13年3月31日の間 
300,000円  Ｃ支所現金保管分 300,000円

合計(寄附金となる額) 119,720,000円

 

別表⑲－２（平成14年3月期） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 
左のうち分配した

と認められる額 

平成13年6月11日 17,640,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 17,640,000円

平成13年9月10日 14,130,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 14,130,000円

平成13年9月25日 1,375,000円 Ｆ支所代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成13年12月20日 500,000円 Ｆ支所代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

平成14年1月24日 880,000円 Ｆ支所代表ｒ  Ａ漁業協同組合 

2,350,000円

平成13年11月30日 10,740,000円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 10,740,000円

平成13年12月3日 2,280,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 2,280,000円

平成13年12月3日 2,700,000円 ｆ  郵便局 

平成14年1月24日 3,333,650円 Ｄ支所代表ｆ  Ａ漁業協同組合 
4,840,000円

平成13年12月10日 18,330,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 18,330,000円

平成13年12月17日 10,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 10,000円

平成14年1月24日 900,000円 Ｃ支所代表ｔ  Ａ漁業協同組合 371,400円

平成14年1月24日 10,495,200円 Ｂ支所代表ｊ  Ａ漁業協同組合 10,330,000円

平成14年3月11日 14,130,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 14,130,000円

合計 95,151,400円

非組合員の組合職員2名に対する額 168,000円

差引寄附金となる額 94,983,400円

上記非組合員の組合職員2名に対する額の内訳 

氏名 金額 備考 

Ⓕ 93,000円 Ａ支所分配金として支給 

Ⓖ 75,000円 Ａ支所分配金として支給 

合計 168,000円  
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別表⑲－３（平成15年3月期） 

入金年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 
左のうち分配した

と認められる額 

平成14年6月10日 15,460,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 15,460,000円

平成14年9月10日 15,440,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 15,440,000円

平成14年12月9日 4,900,000円 ｆ  郵便局 

平成1 5年 1月 6日 3,021,360円 Ｄ支所代表ｆ  Ａ漁業協同組合 
7,170,000円

平成14年12月10日 15,270,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 15,270,000円

平成14年12月10日 740,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 740,000円

平成1 5年 1月 6日 1,200,000円 Ｃ支所代表ｔ  Ａ漁業協同組合 323,600円

平成1 5年 1月 6日 11,500,000円 Ｅ支所代表ｕ  Ａ漁業協同組合 11,450,000円

平成1 5年 1月 6日 7,680,960円 Ｂ支所代表ｊ  Ａ漁業協同組合 7,660,000円

平成15年3月10日 15,270,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 15,270,000円

合計 88,783,600円

非組合員の組合職員2名に対する額 198,000円

差引寄附金となる額 88,585,600円

上記非組合員の組合職員2名に対する額の内訳 

氏名 金額 備考 

Ⓕ 101,000円 Ａ支所分配金として支給 

Ⓖ 97,000円 Ａ支所分配金として支給 

合計 198,000円  
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別紙７ 

雑費の計上漏れ額（別紙２の⑬）の詳細 

別表⑳－１（平成13年3月期） 

支出年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 2年 4月 1日 89,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年4月26日 26,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年5月13日 44,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年5月17日 20,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年5月23日 13,200円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年5月26日 10,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成1 2年 6月 1日 499円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年6月28日 30,870円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年6月28日 4,900円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 2年 7月 4日 2,058円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 2年 8月 2日 10,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 2年 9月 1日 35,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 2年 9月 8日 15,950円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年10月11日 735円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成12年10月14日 13,022円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年10月26日 8,120円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年12月4日 2,940円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成12年12月4日 1,420円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成12年12月27日 8,600円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 3月 2日 431,970円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

合計 768,284円  
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別表⑳－２（平成14年3月期） 

支出年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 3年 4月 5日 5,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 4月 9日 4,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成1 3年 4月 9日 16,100円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年4月24日 2,100円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年4月26日 116,550円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年4月26日 10,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年5月11日 10,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年5月18日 17,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年5月25日 10,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年6月14日 6,100円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年6月15日 420円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成13年6月28日 10,500円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年7月25日 10,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年8月22日 7,990円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年9月21日 5,250円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年9月26日 37,800円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年9月27日 17,850円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年10月1日 21,525円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年10月4日 12,600円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年10月5日 12,600円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年10月12日 180,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年10月22日 9,900円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年10月24日 2,645円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成13年11月29日 420円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成13年12月3日 16,335円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年12月5日 3,500円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年12月5日 140,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成13年12月14日 267,000円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成13年12月28日 190,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

平成14年1月17日 4,620円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年1月28日 230,500円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年1月31日 2,470円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 2月 6日 600円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年2月13日 3,150円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年2月14日 48,300円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 3月 5日 3,859円 Ｅ漁業生産研究会代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 3月 6日 120,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

平成14年3月19日 12,049円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

合計 1,568,733円  
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別表⑳－３（平成15年3月期） 

支出年月日 金額 口座名 口座番号 金融機関名等 

平成1 4年 4月 5日 3,637円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 5月 7日 4,147円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 5月 7日 15,540円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 6月 4日 30,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 6月 5日 4,464円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 6月 7日 7,770円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成14年6月18日 58,300円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成14年6月20日 195,200円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

平成14年6月28日 543,000円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成14年6月28日 75,000円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成1 4年 7月 5日 3,769円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 7月 8日 7,770円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 8月 5日 15,178円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成1 4年 8月 5日 9,140円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成1 4年 8月 5日 6,259円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 8月 7日 7,700円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成14年8月13日 23,670円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成14年8月14日 20,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成14年8月20日 94,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成14年8月26日 3,000円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 9月 5日 7,064円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 4年 9月 9日 7,770円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成14年9月13日 78,700円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年9月13日 3,560円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年9月18日 5,220円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年9月24日 30,000円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年9月26日 102,000円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

平成14年9月26日 840円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

平成14年9月27日 15,750円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年10月7日 3,975円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成14年10月7日 7,770円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成14年10月18日 2,890円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年11月18日 80,000円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成14年11月5日 3,853円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成14年11月7日 7,770円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月5日 7,488円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月9日 10,500円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月9日 7,770円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月13日 1,995円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月17日 776,500円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成14年12月25日 3,105円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成14年12月30日 23,100円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 1月 7日 4,468円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 1月 7日 7,770円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成15年1月14日 11,025円 職員代表 戊  Ａ漁業協同組合 

平成15年1月14日 7,309円 ｅ 代表ｆ  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 2月 3日 42,207円 Ｇ組合 代表乙  Ｍ銀行長浜支店 

平成1 5年 2月 5日 4,093円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 2月 7日 7,770円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 3月 5日 3,483円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成1 5年 3月 7日 7,770円 Ｅ漁業生産研究会・代表 ｑ  Ａ漁業協同組合 

平成15年3月28日 131,450円 Ａ地区砂利採取委員会  Ａ漁業協同組合 

合計 2,542,579円  
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別紙８ 

預貯金等の内訳 

 金融機関名 種別 口座番号 名義 

① Ａ漁業協同組合 普通貯金  Ａ地区砂利採取委員会 

② Ａ漁業協同組合 普通貯金  Ｅ漁業生産研究会代表ｑ 

③ Ａ漁業協同組合 普通貯金  Ｆ支所代表ｒ 

④ Ａ漁業協同組合 普通貯金  ｅ代表ｆ 

⑤ Ａ漁業協同組合 普通貯金  環境整備費代表ｆ 

⑥ Ａ漁業協同組合 普通貯金  職員代表戊 

⑦ Ｍ銀行長浜支店 普通預金  Ｇ組合代表乙 

⑧ Ａ漁業協同組合 定期貯金  Ｇ組合代表丙 

⑨ 郵便局 通常貯金  ｆ 

⑩ Ａ漁業協同組合 別段貯金  Ａ支所代表ｙ 

⑪ Ａ漁業協同組合 別段貯金  Ｃ支所代表ｔ 

⑫ Ａ漁業協同組合 別段貯金  Ｆ支所代表ｒ 

⑬ Ａ漁業協同組合 別段貯金  Ｅ支所代表ｕ 

⑭ Ａ漁業協同組合 別段貯金  Ｄ支所代表ｆ 

⑮ Ａ漁業協同組合 別段貯金  Ｂ支所代表ｊ 

⑯ Ａ漁業協同組合 別段貯金  Ｇ支所代表Ⓓ 

⑰ Ａ漁業協同組合 別段貯金  Ａ支所代表甲 

⑱ Ａ漁業協同組合 別段貯金  Ａ防波堤代表丁 

 


